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ワーキング・パーティー１：貿易・投資と規制における協力 

 

１．日・ＥＵ 経済関係の強化（ＷＰ-１/#０１/ ＥＪ ｔｏ ＥＪ ） 

 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴはＥＵと日本に対し，ＥＰＡ合意後に目を向けること，ならびにこのイノベーショ

ンとデジタルの時代にふさわしい新たな高いレベルの協力の枠組みの構築に着手す

るよう求める。 

第一に，産業界は，産業界がこの協定の実施中に生じる可能性のある潜在的問

題を確認できるようにするために，合意後のあらゆる監視メカニズムの中での発言権

を求める。透明かつ効果的な協定の実施を確実なものとするために，ＢＲＴは両政府

に対し，各条項が実施されたときに同条項を公表し，それらの経済に対する影響を評

価して，同条項の実施によってＥＰＡで提起された特定の問題がどのように対処され，

ＥＰＡで話し合われていない問題を含め，他の関連する問題にどのように対処しうる

かを示すよう求める。ＢＲＴは，各リストを定期的に更新するよう提言する。 

第二に，ＢＲＴは，グローバルなバリューチェーンを改善し，イノベーションの成果を

確保するためには，貿易阻害要因になり得る非関税措置を撤廃するための国際ルー

ルの採択だけでなく，基準調和を含む前向きで創造性に富む規制面での協力も必要

であるという見解を再度表明する。ＢＲＴは，日・ＥＵ 両政府に対し，創造性に富む全

面的な規制協力を開始し，その過程のなかで，ＥＵと日本の産業界の実質的参加を

確保するよう求める。 

第三に，データの機密保護およびデータフローの分野で，ＢＲＴはＥＵと日本の間で

のデータの機密性およびデータの自由な流通の一貫性を確保するために，断固たる

措置と対策の必要性を強調する。 

最後に，ＢＲＴは，日・ＥＵ両政府に対し，先週の大枠合意を足がかりと，関係者が

創り上げてきたモメンタムを維持することによって，近い将来ＥＰＡを妥結させるため

の努力を継続するよう求める。 

 

<背景>  

ＥＵと日本は，主要先進経済圏として，また，世界の主要貿易・投資国として，日・Ｅ

Ｕ経済関係の大きな潜在的成長力を顕在化させるために一層の取組を進めることが

できる。両者は現在，日ＥＵ間の貿易・投資及び協力関係の拡大，ならびに，より緊密

な日ＥＵ関係の構築に取り組んでいる。世界的な金融不安と経済の不確実性を共に

乗り越えるべく，懸命な努力を進めているなか，長期的，健全かつ，より力強い成長

の実現に向け，ＥＵと日本が共通の課題に協力して取り組んでいくことは極めて重要

である。日ＥＵ関係は遅れをとってはならない。 
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現在までの取組 

日ＥＵ・ＥＰＡについては，２０１７年７月６日の第２４回日ＥＵ定期首脳協議において，

安倍晋三内閣総理大臣，ドナルド・トゥスク欧州理事会議長及びジャン＝クロード・ユ

ンカー欧州委員会委員長との間で，大枠合意に至ったことを確認した。その後，日Ｅ

Ｕ間で精力的に作業を進め，同年１２月８日に安倍晋三内閣総理大臣とユンカー欧

州委員会委員長との電話会談において，交渉妥結を確認した。 

日ＥＵ・ＥＰＡにおいて，非関税措置については，自動車，ワイン及び食品添加物に

関連した規定を設けた。また，規制協力に関しては，規制措置案の事前公表，意見

提出の機会の提供，事前・事後の評価，規制に関する良い慣行についての情報交換，

規制協力活動，計画中又は既存の規制措置に関する情報交換など，高い水準の内

容を規定する規制協力章を設けた。データの機密保護及びデータフローの分野につ

いては，同ＥＰＡの発効後３年以内に，日ＥＵがデータの自由な流通に関する規定を

置く必要性について見直しを行うことを規定した。 

さらに，２０１７年７月６日の第２４回日ＥＵ定期首脳協議の際に発出された安倍晋

三内閣総理大臣及びジャン＝クロード・ユンカー欧州委員会委員長による共同宣言

を踏まえ，日ＥＵ・ＥＰＡの枠組み外の取組として，日ＥＵ当局間で，相互の円滑な個

人データ移転を諮る枠組みの構築について議論を進めてきた。 

 

今後の見通し 

日ＥＵは日ＥＵ・ＥＰＡの早期署名及び発効を目指し，最大限の努力を傾注していく。

同時に，日本は，同ＥＰＡの活用を促進し，同ＥＰＡから最大限の利益を引き出すべく，

同ＥＰＡについて適切な形で説明及び情報の提供を行う。 

また，日ＥＵは，同ＥＰＡの発効後，同ＥＰＡの規定を適切に実施し，必要に応じて適

切な措置をとる。 

日ＥＵ間の相互の円滑な個人データ移転を図る枠組みについては，２０１８年第一

四半期に最終合意することを想定して日ＥＵで作業を進めており，ＥＵにおいて一般

データ保護規則（ＧＤＰＲ）が発効するまでに新たな枠組みを構築することを目指して

いる。 

 

２．野心的なブエノス・アイレスＷＴＯ閣僚会議に対する要求（ＷＰ-１ / # ０２/ ＥＪ 

to ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

米国の新政権が多国間貿易以上に二国間交渉を重視する手法を取るなど，保護

主義圧力が高まる世界において，ＥＵと日本は世界貿易の秩序を維持し，自由化を
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推進する公正なルールの礎としてのＷＴＯ 協定の重要な価値観を他のＷＴＯ 加盟

国と共有すべきである。グローバルなバリューチェーンのより一層の裨益を図るという

ＷＴＯの交渉の根幹は強化されるべきであり，同時にこの点において，ＥＵと日本は

中心的な役割を果たすべきである。ＷＴＯが多角的貿易ルール設定組織の中核的役

割を維持すべきことは明白である。この文脈において，ＥＵと日本がＷＴＯ 加盟国を

先導し，例えば交渉プロセス効率化のためのプロセスの再評価，残りのＤＤＡ項目実

現の推進，ＤＤＡを超える問題に関する新たなルール作りでの合意等により，変貌を

遂げる世界貿易環境にＷＴＯがより良く適応させるべきである。 

ＢＲＴは貿易費用を１０～１５%削減し，１ 兆ドルの貿易を増大し，国際貿易の推進

役となりうる貿易円滑化協定（ＴＦＡ）の発効を歓迎する。その目的は，通関手続きを

迅速化し，貿易を容易・迅速かつ安価に行えるようにし，明確性，効率性，透明性をも

たらし，官僚主義や汚職を減らし，技術の進歩を活用することである。 

加えて，ＢＲＴは，日・ＥＵ両政府が他のＷＴＯ加盟国と協力し，グローバルなバリュ

ーチェーンを円滑に機能させるために不可欠な他の項目についても，さらに探究する

ことを提言する。これには，例えば，デジタル貿易，補助金，輸出規制の緩和，投資

（円滑化）および競争の項目が含まれる。これらの項目の探求によって，多角的貿易

体制における利益を増強し，ルール作りにおけるＷＴＯの中心的な役割を強化するも

のである。 

ＢＲＴは，これらの問題に関する進展を強く支持し，日・ＥＵ 両政府には，ＤＤＡ交渉

の前進に向け，交渉を活発化させ，弾みをつけることができるように一層の努力を求

めると共に，サービス貿易協定（ＴiＳＡ）や環境物品協定（ＥＧＡ）など，プルリ協定のタ

イムリーかつ成功裡の締結推進を求める。 

さらに，ＢＲＴは，日・ＥＵ両政府に対し，物品と部門との間で不公平な差別をしない

限りにおいて，環境物品を含めるＷＴＯの対象物品およびサービスの世界自由貿易

の実現に向けて最大限努力するよう要請する。 

しかし，関税自由化は，最終製品のみに限定すべきでなく，実際に効果を与えてバ

リューチェーンのグローバル化を考慮に入れるべく，バリューチェーン全体の物品を

含めるべきである。 

最後に，ＢＲＴは，ナイロビでの第１０回ＷＴＯ閣僚会議で合意に至った情報技術協

定（ＩＴＡ）の拡大が合意されたことを歓迎し，２０１５年１２月の合意どおり，さらなる加

盟国・地域及び対象製品の拡大に向けた議論を日ＥＵ 両政府が主導することを期待

する。 

 

現在までの取組 

２０１７年１２月１０－１３日に開催された第１１回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ１１）では，日

本として議論に建設的に貢献した。特に，電子商取引の分野で，日本は有志国閣僚
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会合を豪州・シンガポールと共催し，米国，ＥＵや途上国を含む７０か国・地域の参加

を得て電子商取引等の貿易関連側面についてのＷＴＯ交渉に向けて探求的作業に

取りかかる意思を表明する共同声明を発出した。また，零細・中小企業（ＭＳＭＥs），

投資円滑化といった今日的課題について，今後のＷＴＯにおける議論を後押しする有

志国の閣僚声明が発出された。その他，電子商取引分野における関税不賦課のモラ

トリアムの延長を含む作業計画，漁業補助金に関する作業計画，ＴＲＩＰＳの非違反申

立てに係るモラトリアムの延長が決定された。 

また，環境物品協定（ＥＧＡ）について，日本はＥＧＡ交渉の早期再開に向けて，産

業界や学識者，政府関係者を集めたＥＧＡシンポジウムを２０１７年８月２９日に北京

で開催した。 

 

今後の見通し 

電子商取引分野及び漁業補助金に関する作業計画等，ＭＣ１１の議長声明で示さ

れた指針に基づきＷＴＯ加盟国で作業を継続する。また，有志国による閣僚声明が

発出された電子商取引，零細・中小企業（ＭＳＭＥｓ），投資円滑化といった貿易の今

日的課題について，関係国で議論を進めていく。併せて，２０１７年に発効した貿易円

滑化協定の更なる実施に向け，議論を進めていく。 

 

３．国際基準の適用と規制協力の強化（ＷＰ-１/＃０３/ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

（１）総括的提言 

ＢＲＴは，国際的に取引されている製品の試験・認証に対する国際的に調和された

技術要件および手続きを共同で策定し，これを適用することを強く支持する。 

ＢＲＴは，日・ＥＵ両政府に対し，規制協力を強化し，両経済の対話を増やすことを

提言する。その目的は，ビジネスを促進し，日・ＥＵの経験を世界のその他の地域に

広めるために，貿易と投資に対する障壁を取り除くことである。 

この目的を達成するために，ＢＲＴは，日・ＥＵ両政府が関連するフォーラムで，国

際的な製品規格と認証手続きを共同で策定するよう奨励する。ＢＲＴは，日・ＥＵ両政

府に対し，可能な限り多くの分野でかかる規格を適用するよう提言する。 

国際規格がまだ策定されていない場合，ＢＲＴは，日・ＥＵ両政府に対し，可能かつ

妥当な時期に，機能面で同等な要件に基づいて認証されている製品の輸入，販売ま

たは使用の相互認証を受け入れるよう求める。 

共通の規制環境の利点を考慮し，ＢＲＴは，日ＥＵ・ＥＰＡには規制協力を推進し，

日ＥＵ両政府が貿易・投資の障害となる不必要な措置を講じないことを保証するため

の枠組みを含めるよう提言する。 
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ＢＲＴは，日ＥＵの政策立案者に対し，双方の既存および今後の規制に対する理解

を深めるよう提言する。日ＥＵ間で調和された規制の枠組みが未だ策定されていない

場合，日ＥＵの両規制当局は，国内の技術規制・適合性評価手続きを定期的に見直

し，一層の基準調和の範囲を定めて行くことが望ましい。使用した科学的・技術的裏

付けを含め，これらの見直しの結果は，両規制当局間でやりとりし，かつ要請があれ

ば企業にも提供するものとする。 

ＢＲＴは，日ＥＵの規制機関に対し，自らの取り組みが貿易および投資に対する思

わぬ障害とならないよう，新たな規制の策定が内外の企業にもたらす影響を調査す

るよう提言する。両国の規制機関は，規制面での相違ならびに新たな貿易障壁を作

り出さないように，法制化に関する年間作業計画をできるだけ早い段階で交換するこ

とが望ましい。さらに，双方の対話を効率的に進めるために，法案を起草する場合の

早期警戒システムに合意することが望ましい。 

日ＥＵの政策立案者は互いの経験から学び，グッド・ガバナンスの共通システムを

採用することによって，よりよい規制を推進するための共同戦略を立てるべきである。

このプロセス全体を通じて，両政府は企業との緊密な対話を行うことが望ましい。 

ＢＲＴは，日ＥＵサミットのリーダーに対し，ＥＰＡが生きた協定であり，経済界の分

野特有の問題に取り組む規制協力を可能にする，盤石かつ包括的な枠組みとなるこ

とを保証するよう求める。昨年の提言の中で，ＢＲＴは，２０１５年３月１７日，経済産業

省と欧州委員会成長総局（ＤＧ ＧＲＯＷ）との間で行われた日・EU 産業政策対話で，

規制協力に関する共同文書が採択されたことを歓迎した。長年にわたり規制協力を

提唱し，これが将来に向けた重要課題であると認識しているＢＲＴとしては，この共同

イニシアチブが，来るべきＥＰＡを強化すると同時に，これを補完，加え，堅固で，前向

きかつ持続的な規制協力の枠組みを整えることを希望している。ＢＲＴは，日・ＥＵ両

政府の規制協力への支援に前向きである。 

最後に，この１０年間の初めに調印した複数のＭＲＡが，それらスキームの対象製

品のＥＵおよび日本の規制両方に従った試験・承認を不要にするための真の相互承

認取決めとなるために，ＢＲＴは，これらＭＲＡを現代に適応させること，ならびに最新

のものへと更新することを求める。 

 

＜背景＞ 

ＢＲＴは，規制協力が両経済の経済繁栄の鍵となると確信している。EPA が妥結さ

れれば，この協定の下で，新たな規制が両当事者にもたらされる市場アクセスの恩

恵を無効にしたり，損なったりすることはなく，また両者の貿易に新たな障壁を作り出

すことがないことを保証するだけでなく，互いの協力による恩恵をさらに増し，最終的

にそうした規制協力を他の二国間および多国間関係まで拡大していくためにも，両経

済の関係を拡大・強化することが重要になる。 
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２０１４年４月８日および９日のＢＲＴの会合で，日本側は，日ＥＵ両政府がＢＲＴなど

の中心的存在と合同で，例えば今後３０年にわたる関係に対する長期的展望から生

じる将来的課題を検討すべきであると提案した。 

 

現在までの取組 

経済産業省と欧州委員会域内市場・産業・企業・中小企業総局（成長総局）は，日

ＥＵ双方の規制の将来の相違を回避し，新技術の商品化を促進するため，早期の段

階からの規制協力を推進。（参考：２０１７年６月にブリュッセルで開催した日ＥＵ産業

政策対話で日ＥＵ規制協力を進めることで一致。） 

このほか，我が国の経済を再生するに当たっての阻害要因を除去し，民需主導の

経済成長を実現していくため，規制改革の調査審議機関として規制改革推進会議を

２０１６年９月に設置した。規制改革推進会議では，個別の規制の必要性・合理性に

ついて調査審議を行い，規制改革事項を答申として２０１７年５月に取りまとめた。ま

た，政府は，当該規制改革事項の着実な実現を図るため，「規制改革実施計画」の

閣議決定を行った。 

 

今後の見通し 

経済産業省と欧州委員会成長総局は，引き続き，規制協力に関する議論を推進す

る。 

規制改革については，２０１８年６月をめどに，規制改革推進会議において答申を

取りまとめる予定。 

 

（２）共通の化学品規制の策定 

ＢＲＴの提言 

ＥＵのＲＥＡＣＨおよびＲｏＨＳ，そして日本の「化学物質の審査および製造などの規

制に関する法律（化審法）」といった化学品規制政策は，グローバルなサプライチェー

ンに対して多大な影響を及ぼす。両政府は，有効な規制を実施するのみならず，共

通の規制対象物質リストとリスク評価およびデータ共有に対する共通の手法を確立

すべきである。このような共通の規制環境が整備されれば，コスト軽減によって産業

界に恩恵が及ぶだけでなく，価格の低下と一貫した保護によりユーザ－と消費者の

利益にもなる。  

さらに両政府は，内分泌かく乱物質やナノ物質などの新たな問題に対する共通政

策を策定すべきである。また，両政府は，企業と協力して開発途上国におけるサプラ

イチェーンマネジメントを支援すべきである。 

 

現在までの取組 
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これまで，日ＥＵ産業政策対話・化学品ＷＧにおいて，双方の規制当局が情報共有

を行うとともに，規制分野での協力について意見交換を実施している。 

内分泌かく乱物質やナノ物質については，ＯＥＣＤ化学品委員会及び化学品・農

薬・バイオテクノロジー作業部会合同会合等の場を活用し，ＥＵをはじめとする規制当

局と，情報共有や意見交換を実施している。 

さらに，日本はアセアン各国との対話を行っており，その成果等についてＥＵの規

制当局とも共有している。 

 

今後の見通し 

双方の規制当局は，引き続き化学物質管理に係る情報共有や意見交換を実施し

ていく予定である。また，新たな問題に関する議論も，引き続きＯＥＣＤ等の適切な場

でＥＵを含む規制当局と連携していく。 

 

（３）共通の資源効率政策の策定 

ＢＲＴの提言 

日ＥＵ 両政府は，日ＥＵ間での適切なインセンティブ，標準化された方法，基準お

よび環境物品宣言様式を用いて，資源効率を含むエネルギー効率という概念を推進

し，そのような政策が国際的に共有されるよう互いに協力することが望ましい。 

両政府は，多国間レベルで協力し，省エネルギー規制，それに関連するラベリング

の規則，環境・カーボンフットプリント制度の国際的調和を推進することが望ましい。 

 

現在までの取組 

日本政府は，家庭・業務部門における徹底した省エネを推進するため，省エネ法

のトップランナー制度に基づき，自動車・家電製品・建材等の性能目標を設定し，製

造又は輸入事業者に目標達成を求めている。平成２８年１０月に，乗用車等の燃費

基準達成判定に燃費の国際統一試験法を導入し，平成２９年７月に同試験法で得ら

れる走行環境毎の燃費表示を義務付けている。また，平成２９年３月に，ショーケー

スに係る目標を新たに設定した。なお，我が国は，ＷＴＯのＴＢＴ協定（貿易の技術的

障害に関する協定）に基づき，ＷＴＯ加盟国に対し当該目標案の概要を事前に通報し

ている。 

タイプⅢ環境ラベルについて，日本政府が実施していた実証研究事業を経て２００

２年から民間事業としてエコリーフ環境ラベルプログラムが実施されている。 

また，製品のカーボンフットプリント（ＣＦＰ）について，日本政府が実施していた試

行事業を経て，２０１２年から民間事業としてＣＦＰプログラムが実施されている。２０１

７年４月，両プログラムは，環境ラベルプログラムとして統合された。 
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今後の見通し 

日本政府は，引き続き省エネ法のトップランナー制度に基づき，自動車・家電製品・

建材等の性能向上を図るとともに，新規追加したショーケースについても「省エネル

ギーラベル」等を活用し，製品の省エネ性能の消費者への情報提供を行っていく。ま

た，電子計算機（サーバーを含む）及び磁気ディスク装置の省エネ基準の見直しにお

いて，測定方法の国際調和を検討していく。 

環境ラベルプログラムを実施する民間事業者と定期的にコミュニケーションを取り，

引き続きＩＳＯ等の国際的な指針と整合的な制度としていく。 

 

（４）ＡＥＯのメリットの拡大 

ＢＲＴの提言 

日ＥＵ両政府は，認定事業者（ＡＥＯ）にさらに具体的なメリットが与えられるように

するために，規制面で一層の協力を図るよう努めるべきである。ＢＲＴは，２０１０ 年 

６月の日ＥＵ間のＡＥＯの相互承認協定の合意後，両政府が定期的に議論を行って

いるものの，事業者にとっての具体的な利益は明らかになっていないと認識している。

２０１５ 年のＥＵのプログレスレポートによれば，この相互承認取決めの範囲は「セキ

ュリティと安全性」に限定されている。ＢＲＴは，この点で，企業が過剰な管理上の負

担を課されることなく，輸入に対してさらに大きな責任を担った上で，一層の自由を得

られるように，輸入手続きを簡素化することに重点を置くよう希望する。ＢＲＴ は，輸

入手続きの簡素化の実現が必要な場合，両政府は法的根拠の拡大を検討すべきで

あると提言する。 

 

現在までの取組 

日ＥＵ間のＡＥＯ相互承認は，２０１１年５月から円滑に実施されており，日ＥＵ双方

のＡＥＯ事業者の貨物が相手国の税関手続において，相互承認のメリットを受けるこ

とができるようになっている。日ＥＵ両政府の税関当局は，一層の協力を図るため，２

０１７年１月の日ＥＵ税関協力合同委員会では，ＡＥＯ制度の相互承認の利用促進等

について議論した。 

日本政府は，ＡＥＯ事業者に対する税関手続簡素化等を推進させるため，事業者

が抱えている具体的事例について，官民で意見交換・情報収集を行い，可能な改善

策についての検討を行っている。 

そのような検討の結果，「輸出入申告官署の自由化」として， 輸出入申告を蔵置

官署に対して行うという原則は維持するが，ＡＥＯ事業者が行う輸出入申告について

は，特例的に非蔵置官署に対して行うことを可能とすること，及び通関業の営業区域

制限を廃止すること等を，２０１７年１０月８日から実施している。 
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今後の見通し 

日ＥＵのＡＥＯ相互承認については，日ＥＵの税関当局間で，引き続きＡＥＯ相互承

認実施のフォローアップを行うとともに，相互承認の利用促進等について引き続き議

論することとしている。 

今後も，ＡＥＯ事業者に対する税関手続簡素化等を推進させるため，事業者が抱え

る具体的事例について，官民で意見交換・情報収集を行い，可能な改善策について

の検討を行う。 

 

（５）模造品・海賊版・密輸品対策 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴは，ＥＵおよび日本が互いに，また第三国の政府と協力して模造品取引の 

ウェブサイトを確実に閉鎖するよう努めるなど，内外における模造品・海賊版・ 

密輸品の取締りに向けた取り組みを強化することを希望する。 

ＢＲＴは，日本政府に対し，個人消費を目的とした個人による模造品の国内への 

持ち込みや輸入を可能にする抜け穴を塞ぎ，模造品を扱うすべての取引を違法 

とするよう要請する。 

ＢＲＴは，知的財産権の税関取締りに関する２０１３年６月１２日の欧州議会および

理事会規則（ＥＵ）６０８/２０１３に対する支持を改めて表明する。同規則は，手続きの

簡素化などＢＲＴの主要な提言がある程度反映されている。しかし，ＢＲＴ，ＥＵ政府に

対し，真正品輸入業者の財政負担を軽減する方法を探るよう要請する。 

ＢＲＴは，２０１２年４月１９日に欧州議会および理事会によって採択された規制に

従い，欧州模造品・海賊版監視部門（Observatory on Counterfeiting and Piracy）の役

割が増大することを希望する。 

ＢＲＴは，税関当局に対し，扱う製品に関するより多くの情報の提供，現場での検査

官の訓練，ＷＣＯのＩＰＭ（インターフェース・パブリック・メンバーズ）のより効果的利用

に関する訓練を検査官に実施するなど，真正品を扱うメーカーや輸入業者からより一

層の協力を求めることで，検査の効率性の向上や検挙率の上昇を図るよう提案す

る。 

 

現在までの取組 

日本政府は，知財侵害発生国の税関職員等を対象とした研修の実施等を通じ海

外の人材育成に取り組むと共に，模造品・海賊版が取引される違法サイトへの対策と

して，違法サイトに関する情報を中国等の外国政府に提供しその削除を要請するほ

か，インターネット・サービス・プロバイダーや知財権の権利者等と連携し違法サイト

による消費者被害の防止に向けた取組を実施している。 

また，動画配信サイトに掲載された海賊版コンテンツの削除に加え，利用者を正規
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版コンテンツに誘導する仕組みの構築を支援する等，インターネット上の知財侵害対

策を進めている。 

知財侵害物品の輸入や国内流通の撲滅のため，全国の税関・警察において知財

侵害物品の集中取締りを実施する等取締り強化を図ると共に，特許庁において啓発

キャンペーンを実施し，知財の問題についての国民意識を醸成している。 

 

今後の見通し 

日本政府はインターネット上での模造品・海賊版被害の状況等について引き続き

外国政府及び関係機関等と意見交換や情報交換を行うとともに，知財侵害に対する

厳格な対応を要請する。 

さらに，インターネット上での模造品・海賊版対策を進展させるべく，インターネット・

サービス・プロバイダーや知財権の権利者等インターネット取引関係者等との協力を

強化するとともに，関係省庁と連携して必要かつ適切な措置を積極的に講じていく。 

 

（６）ＵＮ規則の採用 

ＢＲＴの提言 

自動車分野において，日ＥＵ両政府は，日ＥＵ双方の自動車輸出にかかる規制遵

守コストの削減を目的として，相互認証の恩恵を拡張することによりＵＮ規則の採択

を加速させることが望ましい。また日ＥＵ両政府は，クリーン・ディーゼル車，電気自動

車，ハイブリッド車，燃料電池自動車などに用いられる環境負荷を考慮した新たな駆

動系技術が市場にスムーズに導入されるよう国際的に調和された技術要件や試験

手順の確立に努めるべきである。 

 

＜６．の背景＞ 

１９９８年，日本はアジアで初めて，「国連の車両等の型式認定相互承認協定（１９

５８年協定）」の加盟国となった。この協定は，ある加盟国でＵＮ規則に沿って型式承

認を受けた車両装置は，当該規則を採択している他の加盟国での検査を免除される

と定めたものである。日本は現在，日本の乗用車の型式承認に含まれる４７分野のう

ち４１分野で，ＵＮ規則を採択している。 

 

<１－６の一般的背景>  

これらの提言の実現は，ＥＵと日本双方のビジネス環境の大幅な改善につながる。 

 

現在までの取組 

国連規則（ＵＮ規則）の採用について，日本政府は，日本での安全の確保及び環

境の保全に配慮しつつ，国連欧州経済委員会の下の自動車基準調和世界フォーラ
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ム（ＷＰ２９）において進められ，２０１７年１１月のＷＰ２９において採択される国際的

な車両型式認証の相互承認制度（International Whole Vehicle Type Approval :IWVTA）

の実現に向けた活動の一環として，当該規則について必要な改正等を行った上で採

用を進めてきている。日本政府は，欧州委員会とともに，ＷＰ２９に設置されたＩＷＶＴ

Ａに係る専門家会議の共同議長を務める等，ＩＷＶＴＡの推進に積極的に貢献してき

ている。 

 

今後の見通し 

日本政府は，引き続き，日本における自動車の安全の確保及び環境の保全に配

慮しつつ，ＩＷＶＴＡに関する活動を促進するとともに，ＷＰ２９において基準の国際調

和を進めていくこととしている。 

 

４．ＢＥＰＳ行動計画及びその他の税制に対する提言（ＷＰ－１／＃６／ＥＪ ｔｏ Ｅ

Ｊ ） 

 

（１）総論 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴは，国際的に公正な税制の枠組みと公平な競争環境の創出を支持する。 

同時に，ＢＲＴは，日ＥＵ両政府がＢＥＰＳ（税源浸食と利益移転）行動の実施が企業

に対するさらなる管理上の負担を創り出すことのないようにするよう要請する。 

 

現在までの取組 

日本は，公平な競争条件の促進やTax certainty向上のため，ＢＥＰＳ（税源浸食及

び利益移転）プロジェクトにおいて，ＥＵとともに中心的な役割を担ってきた。同プロジ

ェクトにおいては，ＯＥＣＤによる数次にわたるパブリック・コンサルテーションなど，経

済界の意見を国際課税のルールに反映させるための取組が行われた。日本政府は，

包摂的枠組（Inclusive Framework）の参加国・地域拡大に大きく貢献してきた（現在の

参加国・地域は１００か国以上）。ＢＥＰＳ防止措置は国際的に一貫した方法で実施さ

れる必要があるため，包摂的枠組参加国の拡大は非常に重要である。 

また，日本政府は，同プロジェクトの勧告を受け，国内の税制や関連手続を整備す

るに当たり，経済界・関係省庁とのヒアリング等を通し，経済界のコンプライアンス・コ

ストや法令を順守している納税者に対する予見可能性に配慮している。 

 

今後の見通し 

ＢＥＰＳプロジェクトは，実施フェーズに入っており，日本政府としては，今後も法改

正の要否も含め検討し，合意された措置を着実に実施していく予定。引き続き，経済
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界からの意見も汲み取りつつ，多国籍企業の過度な租税回避を防止するための制度

の検討を行っていく。 

 また，日本は，ＢＥＰＳパッケージの時宜を得た，一貫した，着実な実施の確保及び

残された課題への対応のために各国が協調して行動できるよう，ＥＵを含む国際的な

カウンターパートとの協力を引き続き行う。 

 

（２） ＣｂＣＲについて 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴは，ＢＥＰＳ行動 １３の移転価格文書の中のマスターファイル－ローカルファ

イルの制度を実施するための ＯＥＣＤ/Ｇ２０各国による協定を歓迎する。 

ＢＲＴは，遵守コストおよび不透明性を大幅に低減するような方法で，ＥＵ加盟国と

日本との間の二国間および多国間の関係において整然と，かつ成功裏に実施される

ことを切望する。この点に関連して，マスターファイル及び ＣｂＣＲ レポートは一旦多

国籍企業（ＭＮＥ）の最終親会社がその所在国の税務当局に提出したうえで，その子

会社所在国の税務当局は当該国と親会社所在国との租税条約における情報交換条

項に基づき入手するものとする手続きが，納税者に過度の負担をかけることを避ける

観点からＯＥＣＤ勧告に示されているが，グループ子会社所在国の税務当局が直接

マスターファイル及びＣｂＣＲレポートの提出を要求する事例が散見される。 

ＢＲＴは，グループ子会社所在国は，ＯＥＣＤ勧告に示された手続きを遵守し，直接

子会社にマスターファイル及びＣｂＣＲレポートの提出を強要することのないよう要望

する。 

 

現在までの取組 

ＣｂＣＲについては，ＢＥＰＳ行動１３の最終報告書において子会社方式の適用は条

約方式による情報交換が行えない場合の例外的な方法として勧告されており，我が

国の制度も同勧告を踏まえて措置されている。子会社方式の適用は，（１）最終親会

社等の居住地国において，ＣｂＣＲの提出義務が課されていない場合，（２）（情報交

換の枠組みとなる条約等の国際合意はあるものの，）ＣｂＣＲの交換に必要な適格当

局間合意がない場合，（３）（適格当局間合意はあるものの，）体系的不履行が認めら

れる場合に限定されており，企業側の負担に配慮した制度となっている。また，日本

におけるＣｂＣＲ法制の下では，上記（１）又は（２）に該当する場合であっても，平成２

８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に開始する最終親会計年度に係る国

別報告事項については子会社方式による提供を要しないこととなっている。さらに，

現在我が国を含めた多くの国が策定に関与し，ＯＥＣＤが公表・更新している同勧告

内容の実施解釈ガイダンスにおいても，企業の予見可能性を確保し，過度な負担を

生じさせないよう，子会社方式の適用範囲の明確化等を図っている。 
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今後の見通し 

現在ＯＥＣＤにおいて，日本を含む各国のＣｂＣＲに係る勧告とＢＥＰＳ最終報告書

の内容の整合性についてピア・レビューを行っており，（１）国内法制，（２）情報交換

体制，（３）守秘義務・適切使用の３分野について，審査基準に従っていない項目が認

められる場合には改善勧告が行われる。我が国としては，ＯＥＣＤのピア・レビューに

積極的かつ協力的に対応し，我が国のＣｂＣＲ法制等が最終報告書の勧告内容と整

合的であることを国内外に示すとともに，他国が最終報告書の勧告内容を超えて子

会社方式を適用することがないよう，他国に対するレビューについて適切に参画して

まいりたい。 

 

（３） ＡＰＡについて 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴは，ＥＵ，その加盟国および日本の政府が，二国間および多国間の事前確認

制度（ＡＰＡ）の成立を促進させることを目指すよう提言する。 

 

現在までの取組 

日本政府は，国際的な二重課税回避を目的とする事前確認を進めるため，租税条

約に基づく相互協議を通じて，ＥＵ加盟国との二国間及び多国間交渉に積極的に取

り組んできている。日本の国税庁は，要員の確保やＥＵ加盟国の税務当局との関係

強化に取り組みつつ，相互協議を通じた効果的かつ効率的な事案解決に努めてい

る。 

 

今後の見通し 

日本政府としては，日ＥＵ加盟国間における国際的な二重課税を回避するため，引

き続き，二国間及び多国間交渉を通じた事前確認事案の効果的かつ効率的な処理

に努めたい。 

 

（４）納税者情報の守秘について 

ＢＲＴの提言 

・ＢＲＴは，国別報告制度を通じて開示が必要な情報の範囲は，公平な競争関係を実

現するために，国際的に整合性があり，ＢＥＰＳ行動１３に合致していることが重要で

あることを強調する。 

・ＢＲＴは，欧州委員会の公開国別報告の提案は，納税者情報の秘密を侵害するも

のであるから，これに反対する。 

・加えてＢＲＴは，ＢＥＰＳ 行動１３が求めるように，納税者に関する情報は税務当局
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によって秘密が保持されるべきであることを指摘したい。 

 

現在までの取組 

日本のＣｂＣＲ法制は，ＢＥＰＳ行動１３の最終報告書で示されたモデル国内法に整

合的であり，また，納税者情報の守秘は重要な課題であると認識している。 

この点，ＥＵにおける国別報告書制度（パブリックＣｂＣＲ）は，国際協調に反してい

ないかと懸念を持っている。日本政府として，これまでも様々な機会（大臣レベル含む）

において懸念を表明しているところであり，引き続き様々な機会を通じて働きかけを

行っていきたい。 

なお，ＣｂＣＲの共有にあたっては，守秘，一貫性，適切な使用の確保が重要であ

る。現在，各国の国内法制等がＢＥＰＳ行動１３の最終報告書の勧告に沿ったものと

なっているかについて，ピア・レビューが行われており，守秘の観点からも各国は審

査を受けているところである。ＣｂＣＲのピア・レビューは２０１７年から２０１９年の３年

間で段階的に実施され，第１フェーズに当たる２０１７年は，主に法令面から上記３分

野の審査が行われてきた。 

 

今後の見通し 

ＥＵにおける国別報告書制度（パブリックＣｂＣＲ）は，ＢＥＰＳの合意では非公表とさ

れた情報を公表するものであり，「ＢＥＰＳ合意の足並みを揃えた実施を通じた公平な

競争条件の確保」を困難にするリスクがある。そのため，今後も様々な機会を通じて

働きかけを行っていく。 

また，ＣｂＣＲに関するピア・レビューにつき、第２フェーズ以降では，法令面のみな

らず実際の運用面についてもピア・レビューが実施される予定である。今後行われる

ピア・レビューの結果をよく精査し，各国によって整備されている制度につき問題が認

められれば，適切な対応を議論してまいりたい。 

 

（５）総括 

ＢＲＴの提言 

２０１３年に ＯＥＣＤ／Ｇ２０各国によって合意されたように、ＢＥＰＳ 行動計画によっ

て策定された措置の導入が、法令を順守している納税者に対する無用の不確実性や

予期せぬ二重課税を招くべきではない。 

 

現在までの取組 

→総論（１.総括）にて回答済み 

 

今後の見通し 
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→総論にて回答済み 

 

（６）租税条約について 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴは，日本および ＥＵ 加盟国１３か国（オーストリア，ベルギー，フランス，ドイツ，

アイルランド，イタリア，ルクセンブルグ，オランダ，ポーランド，スロベニア，スペイン，

スウェーデン，英国）を含む２０ヶ国が，条約関連の紛争を規定された時間内に解決

することを保証するためのメカニズムとして二国間租税条約の中で義務的かつ拘束

力を有するＭＡＰ（相互協議）仲裁を規定すると確約したことを歓迎する。 

ＢＲＴは，このメカニズムをＥＵ全加盟国と日本との間に拡大することを提言する。 

 

現在までの取組 

ＢＥＰＳ行動１４のミニマムスタンダードにおいて，各国は相互協議手続における仲

裁制度に対する立場を表明することが求められているところ，相互協議手続における

仲裁規定を積極的に租税条約に盛り込むことを我が国の方針としている。その方針

に基づき，２０１７年１２月３１日現在，日本は既に１１のＥＵ加盟国（イギリス、エストニ

ア，オーストリア，オランダ，スウェーデン，スロベニア，ドイツ，ベルギー，ポルトガル，

ラトビア及びリトアニア）を含む１５か国との間の租税条約に仲裁規定を導入してい

る。 

また，日本政府は，２０１７年６月７日に税源浸食及び利益移転を防止するための

租税条約関連措置を実施するための多数国間条約（ＢＥＰＳ防止措置実施条約）に

署名し，仲裁規定を含まない既存の租税条約にその導入を拡大することを目指して，

同規定の適用を選択することを予定している。 

 

今後の見通し 

日本政府は，仲裁規定の導入が，納税者にとっての法的安定性を高めるとともに，

ひいては二国間の健全な投資・経済交流を促進すると考えており，日本政府は，引き

続き二国間交渉及びＢＥＰＳ防止措置実施条約を通じた仲裁規定の導入に努める。 

 

【１．成長とイノベーションにつながる、より簡素で、負担が軽く、合理的な税制を追求

すること】 

BRT の提言 

１．成長とイノベーションにつながる、より簡素で、負担が軽く、合理的な税制を追求す

ること。簡素で負担が軽く合理的な税制は、課税回避や節税への誘因を低下させる。

この税制には、特定の保有基準を超える事業投資から得られた配当金およびキャピ

タルゲインに対する追加的な法人税を免除する資本参加免税を含めることが望まし
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い。 

現在までの取組 

平成 27 年、28 年度税制改正で実施した法人税改革は、租税特別措置の見直し等

により、「課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」ことにより、法人課税を「より広く

負担を分かち合う」構造へと改革するものであり、平成 28 年度改正では、「法人実効

税率２０％台」への引き下げを実現した。 

平成29年度税制改正においては、企業の「攻めの投資」や賃上げの促進など経済の

好循環を促す観点から、企業の研究開発投資の増加や賃金引き上げを強く促す改

革を行った。 

 

今後の見通し 

これらの法人税改革により、投資拡大や賃上げなど企業の積極的な取組が進むこ

とを期待しており、こうした企業の取組み状況をよく見極めていく。 

 

【２．管理上の負担を減らすこと】 

ＢＲＴの提言 

２．管理上の負担を減らすこと。税制が複雑になればなるほど，また税負担が重くな

ればなるほど，企業側と税務当局にとって，遵守または法執行のためにより多くの時

間と費用が必要になる。 

 

現在までの取組 

２.→【総論部分】（１.総括）にて回答済み 

 

今後の見通し 

２.→【総論部分】（１.総括）にて回答済み 

 

【３．投資誘致における健全な競争を促進すること】 

ＢＲＴの提言 

投資誘致における健全な競争を促進すること。投資を決定する場合、税額、人的

資源およびインフラが決定的役割を果たすことが多い。日・EU 両政府は、投資誘致

のために、これら３つの要因について健全な方法で推進し、競い合うべきである。 

 

現在までの取組 

日本政府は２０２０年までに外国企業の対日直接投資残高を３５兆円に倍増するこ

とを目指しており、これまでの取組により、外国企業から日本でのビジネス・生活環境

における利便性向上が求められてきた事項が改善し、我が国の投資魅力度は着実
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に向上している。 

こうした中、対日直接投資を更に促進するため、２０１６年５月に「グローバル・ハブを

目指した対日直接投資促進のための政策パッケージ」を対日直接投資推進会議で決

定した。これに基づき、外国企業が日本で投資を行うに際して課題となる規制・行政

手続の簡素化について議論するため、規制・行政手続見直しワーキング・グループを

立ち上げ、２０１７年４月に、同ワーキング・グループでの議論を踏まえた「規制・行政

手続見直しワーキング・グループ とりまとめ」を決定した。 

 

今後の見通し 

２０２０年までに外国企業の対日直接投資残高を３５兆円に倍増する目標を達成す

るため、「グローバル・ハブを目指した対日直接投資促進のための政策パッケージ」

や「規制・行政手続見直しワーキング・グループ とりまとめ」に基づき、外国企業が

日本で投資を行うに際して課題となる規制・行政手続の簡素化を進める等、引き続き、

我が国のビジネス環境等の改善や、海外からの投資の呼び込みに積極的に取り組

む。 

 

【４.二重課税の回避について】 

ＢＲＴの提言 

さら，ＢＲＴ は，日・ＥＵ両政府に対し，次を提言したい。 

二重課税を排除すること。二重課税は，国境を越えた事業活動にとって依然として大

きな負担となっている。ＥＵ加盟国と日本は，両国間の租税条約を改革し，可能な限

り，配当，使用料および利子の支払いに対する源泉税を免除することを保証すべきで

ある。 

 

現在までの取組 

日本政府は，投資所得に対する源泉地国課税の減免や仲裁制度等の導入を通じ

て二重課税を除去し、日・ＥＵ間の投資・経済交流を一層促進する観点から，積極的

にＥＵ加盟国との租税条約ネットワークの拡充に取り組んでいる。２０１７年は，ＥＵ加

盟国との間で以下のとおり６件の新規締結・全面改正について署名又は発効に至っ

た。 

(1)  オーストリア（全面改正，１月署名） 

(2)  ラトビア（新規締結，７月発効） 

(3)  リトアニア（新規締結，７月署名） 

(4)  スロベニア（新規締結，８月発効） 

(5)  エストニア（新規締結，８月署名） 

(6)   デンマーク（全面改正，１０月署名） 
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今後の見通し 

日本政府は日ＥＵ間の投資・経済交流が一層促進されるよう，ＥＵ加盟国との間の

租税条約ネットワークの拡充に引き続き積極的に取り組んでいく方針である。 

 

５．基準・製品認証の調和と相互承認。国際規格の可能な限りの受入れ（ＷＰ－１/ 

＃８/ Ｅ ｔｏ  Ｊ） 

 

（１）自動車 

ＢＲＴの提言 

日本政府は，欧州規格（ＥＮ）や国際標準化機構（ＩＳＯ）規格によって承認された製

品またはＣＥマークの認証を受けた製品の輸入を受け入れることに消極的な態度を

示しているが，それによって画期的な新製品の市場への導入に遅れが生じ，輸入コ

ストも上昇する。ＢＲＴは，消費者の健康と安全を守る必要性は尊重しつつ，日本政

府に対し，基準・認証手続きの整合化，製品認証の相互承認，調和された基準が存

在しない分野における機能的に同等な要件に基づき承認された製品の輸入・販売・

使用の相互承認を推進することを要請する。そうなれば，一方の市場で承認された製

品は自動的にもう一方の市場でも受け入れ可能となる。ＢＲＴは，日本政府に対して

以下の事項に特に重点を置くよう提言する。 

日本政府は，ＥＵで認証された自動車は改造またはさらなる試験を必要とせず日

本で販売できるよう，日本が乗用車に対する認証を義務付けていながら，現時点で

国連による承認を日本の国内要件への適合性を証明するものとして認めていないす

べての分野において，関連する国連規則を採用すべきである。さらに，日本政府は，

あらゆるＥＰＡの規定の範囲内に含むべき日本の商用車の技術要件の国際的調和

へ向けて努力することが望ましい。 

さらに，日ＥＵ・ＥＰＡには，将来の市場アクセスの障壁が生じることを防ぐために，

全車種（すなわち，乗用車および商用車）を対象とする自動車附属書を含めるべきで

ある。 

＜直近の進捗状況＞ 

－解決済み：８項目 

７６ GHz レーダー，閉鎖型クランクケース換気装置，ＤＲＬ，ＴＮＳ・ＰＨＰの変

種，超小型モビリティ，軽合金ディスクホイールのリムマーキング，車両型式

の定義，座席スペースおよびヘッドクリアランス 

 

－解決済み – 要確認：４項目 

タグアクスルのＧＣＷ（連結車両総重量），タイヤ／ホイール突出部，後部排気



21 
 

管の角度，車両全体検査 

 

－未解決：４項目 

打刻／エンボス加工 – VIN（車両登録番号）項目 – 燃焼機関及び電動機，

耐久試験 

 

現在までの取組 

ＷＰ－１／＃ＷＰ１-＃３／ＥＪ ｔｏ ＥＪ６.の回答を参照。 

 

今後の見通し 

ＷＰ－１／＃３／ＥＪ ｔｏ ＥＪ６の回答を参照。 

 

（２）建設用製品 

ＢＲＴの提言 

日本政府，ＥＵ政府と協力して，すべての建築資材について日本農林規格（ＪＡＳ規

格）／日本工業規格（ＪＩＳ規格）と欧州規格（ＥＮ）のすべてを相互承認するよう努力

すべきである。残念ながら，このような規格が未承認の状況が，床張り材部門や屋根

板部門に関して未だによく見受けられる。ＪＡＳ/ＪＩＳ規格の中にＩＳＯ規格への参照を

記載するだけではこのようなプロセスの効率化に十分役立たないことが認められる。 

さらに日本政府は，技術的な規制やガイドラインが透明性をもってわかりやすく解

釈されるよう，地方自治体や地域機関に対する支援を向上させることが望ましい。 

 

<直近の進捗状況> 

一定の進捗はあるが，取り組むべきことは，まだ多く残されている。なお，ＢＲＴは，

２０１３年４月，２０１４年４月，２０１５年４月，２０１６年４月のプログレスレポートの中で，

ＩＳＯとＪＩＳ／ＪＡＳとの矛盾の問題について日本政府から回答はなく，むしろ海外の試

験施設がＪＩＳ／ＪＡＳに則って試験を実施する可能性に焦点を当てる選択をしていた

点を指摘する。 

 

<背景> 

日本の建設部門は長年極めて「国内色の濃い」市場であった。２０１１年の東日本

大震災と津波の後も，こうした状況に変化があるとする証拠はほとんどない。 

 

現在までの取組 

ＪＡＳ／ＪＩＳは任意規格であり，また，ＪＡＳ制度/ＪＩＳマーク表示制度も任意の制度

ではあるが，ＷＴＯ／ＴＢＴ協定を順守して定められている。 
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ＪＡＳ制度／ＪＩＳ表示制度では，外国の機関であっても，必要な書類審査及び現地

審査を経ることにより，登録外国認定機関（ＪＡＳ）／外国登録認証機関（ＪＩＳ）として

登録を受けることが可能となっている。実際，ＪＡＳ制度において，欧州の機関は既に

登録外国認定機関に登録されている。 

また，登録に当たっては，製品認証を行う機関の国際的基準である ISO/IEC17065 

を登録基準に採用しており，特に複雑な登録要件を課しているものではないと考えて

いる。 

したがって，欧州の適合性評価機関がＪＡＳ制度/ＪＩＳ表示制度に基づく業務を行う

ことは，当該分野における政府間の相互承認協定がない現時点においても可能であ

る。 

 

今後の見通し 

必要に応じて関係機関への説明等を行いながら，引き続き適切な制度運用に努め

て参りたい。 

 

（３）鉄道 

ＢＲＴの提言 

欧州と日本の基準に大差はなく，ＥＵの調査機関によって収集されたデータは日本

でも妥当性を有するにもかかわらず，日本市場への輸出に際しては，日本で同様の

試験を再度行うことが求められる。この点については，ある事業者から複数回連絡を

受けている。二重試験によって輸入コストが上昇し，ＥＵ製品の日本製品に対する競

争力を弱めている。日本政府とＥＵ政府は，欧州機関によって提供される鉄道資材に

関する試験データおよび認証は日本国内でも有効とする（その逆も同様）仕組みの構

築に向けて協力すべきである。 

さらに，ＢＲＴは，日本市場の安全対策を満たすかまたはそれを上回るような商品

やサービスを提供するために何が必要なのかについての理解をＥＵの企業が深めら

れるように，基準や要件が開示されたシステムを確立するよう日本に対し提言する。 

ＢＲＴは，各事業者が異なる性能要件を有する可能性については理解するものの，

個々の事業者が独自の安全基準や要件を採用している現状とは異なり，日本国内の

すべての事業者が同一の安全性要件や基準を用いることが望ましい。第一段階とし

て，ある事業者による試験結果と承認は，他の国内の事業者によって受け入れられ

るようにすべきである。 

しかしＢＲＴは，最近の動向について認識しており，日本の事業者による初の入札

要請については前向きな見方をしている。ＢＲＴとしては，日本に対し，安全性にマイ

ナスの影響を及ぼすことなく，競争の活発化と透明性の向上につながる入札制度をさ

らにうまく活用するよう提言する。 
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＜直近の進捗状況＞ 

ある程度の進捗はあるものの，日本には，すべての事業者が遵守すべき共通の適

合性審査制度がないという核心的な問題は今も残っている。ＢＲＴは，事業者の中に

今後の調達予定のリストを公表する試みがあることに留意し，これを市場アクセスの

向上実現のための幸先の良い第一歩であると見ている。 

 

＜背景＞ 

日本の安全性基準および規制は公表されていない。したがって，海外のメーカーが

満たすべき要件を正確に把握することは不可能である。さらに，満たすべき安全性要

件について厳密に規定した法律は存在しないため，原則として各事業者が独自の試

験要件を定めることができる。 

 

現在までの取組  

①鉄道の安全基準は，各国の輸送の実情や過去の事故の経験等を踏まえ整備され

てきており，その担保の方策については，日ＥＵ間で相違がある。 

日本では，国が強制規格に対する適合性審査を行っており，欧州のように，第三者

による認証等を通じた製品の安全確保のための規制を設けていない。 

日本の供給者が日本において基準への適合性が認められている場合であっても，

日本からＥＵに輸出される製品は，ＥＵにおける適合性審査を受けることとされてい

る。また，各鉄道事業者が自らの要求に合致しているか試験できることは，日ＥＵ

共通であると承知している。 

 

②日本政府は，強制規格及び強制力はないが強制規格に適合する標準的，具体的

な数値を示した解釈基準を定めており，これらの英訳版を Web で公表している 

（http://www.mlit.go.jp/english/2006/h_railway_bureau/Laws_concerning/index.html

）。 

 

③標準化活動の分野において，日本は，鉄道国際規格センターを中心に，ＪＩＳＣ－Ｃ

ＥＮ／ＣＥＮＥＬＥＣ情報交換会等による欧州との定期的な情報交換や，ＩＳＯ／ＩＥＣ

等の国際規格開発への積極的な協力を通じて，試験方法等を含むＪＩＳ規格との調

和等を推進している。 

 

④日本の鉄道事業者は，これまでと変わらず，安全性及び信頼性のある製品を求め

ており，優れた欧州製品も積極的に調達していく用意があると聞いている。 

 

http://www.mlit.go.jp/english/2006/h_railway_bureau/Laws_concerning/index.html
http://www.mlit.go.jp/english/2006/h_railway_bureau/Laws_concerning/index.html
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⑤今般，日本の技術基準とＥＵのＴＳＩ（インターオペラビリティ技術仕様：Technical 

Specifications for Interoperability） との対比表を作成するとともに，関係する鉄道

事業者に対し，供給者に課す試験・実験に関して内外無差別な取扱いをすること，

及び確固たる関心を示した欧州の供給者に対しては実施基準の適切かつ該当す

る部分を内外無差別に開示するように通知した。日本の鉄道事業者は具体的措置

を講じるものと承知している。日本政府としては，欧州の供給者により日本の鉄道

事業者への具体的なアプローチがされることを期待する。 

 

今後の見通し  

日本政府は，標準化活動の分野における協力を引き続き推進するとともに，日ＥＵ

間の相互理解を深めるための専門家・鉄道関係企業間の対話を促進していきたい。

また，市場アクセスの向上に貢献する日ＥＵ・ＥＰＡの発効に向けて，必要な作業を行

っていく。 

 

（４）加工食品 

ＢＲＴの提言 

加工食品に関しては，日・ＥＵ間の基準と技術要件の違いと輸入に関わる煩雑な

手続きが相まって，ＥＵ輸出業者のコストを押し上げている。日本の関係当局はＥＵや

国際機関による評価を正式に認めておらず，食品安全委員会（ＦＳＣ）は検査を日本

で実施するよう常に求めているため，適合検査に高いコストが発生する。以下に挙げ

た提言を推進することにより，ＥＵ輸出業者の日本市場における可能性は大いに高ま

るだろう。 

a) 承認プロセスの迅速化及び根本的な改正に加えて，認可食品添加物の種類を大

幅に増やすこと。 

b) 重複評価のコストを削減するため，適合性評価手続きの相互承認を実現するこ

と。 

c) 申請手続きのすべての段階に期限を設けること。期限に関するガイドラインは存

在するが，それには承認手続きの一部しか含まれていない。そのため，申請者は申

請に要する期間を把握することが難しい。 

 

<直近の進捗状況> 

日・ＥＵ ＦＴＡ/ＥＰＡ交渉で議論が進められているが，具体的な進展はなかった。

我々は，２０１４年のプログレスレポートが，日本政府が食品添加物指定等相談セン

ターの設立に伴い承認手続きの「標準処理期間」の設定を検討していることに言及し

ていたことに着目する。我々は，この件についての詳細を期待しているが，３年が経

過したものの，具体的な情報は得られていない。 
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<背景> 

日本で認可されている食品添加物の数が限られており，ＥＵと日本との間で基準が

調整されていないためにコストが上昇し，ＥＵ輸出業者は規模効果を活用することが

できない。 

 

現在までの取組 

a, b) 日本では，食品衛生法に基づき厚生労働大臣が人の健康を損なうおそれがな

いものと定める場合を除き，食品添加物の使用等が禁止されている。この食品添加

物の指定手続は，原則として，事業者等からの要請に基づいて行うこととしており，こ

のような取扱いはＥＵにおいても同様であると日本政府は理解している。 

ＥＵが懸念している指定手続の効率化について，厚生労働省はこれまで，リスク評

価機関である食品安全委員会と緊密に連携し，評価依頼を行うまでの時間や評価に

係る時間の短縮を図るほか，添加物の指定等に係る各種相談に対応すべく２０１４年

６月から国立医薬品食品衛生研究所内に「食品添加物指定等相談センター」を設置

する等，指定手続を効率的に進めるよう対応を図っている。 

他方，２００２年から，国際的に安全性が確認され，かつ汎用されている食品添加物４

５品目（香料を除く。）については，ＥＵからの指摘品目も含め，日本政府が主体的に

指定等を進めている。これら品目のうち，未指定の食品添加物１５品目について追加

の資料収集にかかる期間を除き，概ね１年で指定するという２０１２年７月の閣議決定

に基づき，指定に係るロードマップを２０１２年９月に策定・公表した。 

この結果，現在までに１１品目を指定し，残る未指定の添加物４品目については，食

品安全委員会専門調査会で順次審議を行っている。なお，残りの当該４品目につい

てはアルミニウム含有の添加物であり，ＥＵにおいても使用が制限されるものである

と認識している。 

c) ２０１６年６月に，厚生労働省は食品安全委員会から食品健康影響評価の結果を

通知された日から当該品目に係る規格基準の策定等までの標準的事務処理期間を

１年とする旨，通知した。また，食品添加物指定等相談センターにおいて，海外から

の相談対応への対応を強化するため，２０１７年５月から英語による相談に対応でき

る相談員を２名増加した。 

 

今後の見通し 

厚生労働省では，食品安全委員会専門調査会で順次審議を行っている残りの４ 

品目について，食品安全委員会での審議が終了次第審議を開始し，今後もこれまで

実施してきた指定に向けた迅速な対応を継続することとしている。 

現在，国が主体となって指定等の検討を進めている食品添加物４５品目（香料を除
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く。）については，２００２ 年当時，①ＪＥＣＦＡで国際的に安全性が確認され，かつ，②

米国及びＥＵ諸国等で汎用されている食品添加物に該当し，国際的に汎用されてい

る品目として，厚生労働省がＥＵ及び米国を含めた諸外国の意見も聴取してリスト化

したものであり，日本政府は，これらの品目の指定により，国際的に必要性が高い品

目をほぼカバーできるものと考えている。 

したがって，これらの日本の対応は，食品添加物の国際的な整合化を図るための

特別な対応であり，２００２年以降にＪＥＣＦＡでの評価を受けたもの，又は２００２年以

降にＥＵ又は米国等で新たに使用が認められたものについては，日本政府は，ＥＵ，

米国等での取扱いと同様，業者等からの要請に基づいて指定の手続を進めることと

している。 

 

（５）ＬＥＤランプと照明器具 

国際電気標準会議（ＩＥＣ）などの国際的な電気保安基準と，電気用品安全法（ＰＳ

Ｅ）／日本工業規格（ＪＩＳ）／電気安全環境研究所（ＪＥＴ）などの日本の基準・技術要

件とが十分に調和されていないため，コストが上昇し，ＥＵ企業の日本市場への参入

が事実上阻まれている。 

日本の省庁（すなわち経済産業省）が策定した現行の基準は，他国の製造事業者

が使用している基準と互換性がない。 

ＢＲＴは，日本市場がグローバル市場から取り残されないよう，国際規格・安全性お

よび技術要件と遅滞なく調和させるよう日本政府に要請する。ＬＥＤランプおよび照明

器具市場は，急速に拡大しつつあり，これらの製品が，世界規模で省エネを進めてい

く上で重要な役割を果たすものと期待される。  

 

<直近の進捗状況> 

日本政府は，ＪＩＳをＩＥＣに調和させることに同意したが，同政府は，これには５年を

超える時間を要するとも述べている。当然ながら，これは容認できない。日本は，ＩＥＣ

の試験手順を使用できる製品のリストを発行した（「付属書１２」）。しかし，このリスト

の改定作業は遅く，ＬＥＤランプおよび一部の照明器具が含まれていない。 

 

<背景> 

日本には，電気用品安全法（ＰＳＥ）や日本工業規格（ＪＩＳ）等の独自の基準や技術

要件があり，例えば，逸脱基準などの基準の設定の遅れから，コストが上昇し，EU 企

業や輸出業者の日本市場への参入が阻まれている。さらに，遠隔操作基準の調和

がなされていないため，EU企業は日本市場に参入することができない。 

 

現在までの取組 
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電気用品安全法上の技術基準は日本独自の基準（別表第一～十一に規定する基

準）とＩＥＣが定めた規格に整合化された基準（別表第十二に規定する基準）の２基準

があり，事業者はいずれか一方の基準への適合性を確認する必要がある。 

電気用品安全法は，いくつかの追加要件を加えたＬＥＤを対象範囲に含めた照明

器具に関する技術基準として，ＩＥＣ規格に整合したＪＩＳを１１規格取り込んでいる。さ

らに，今後７規格を採用予定である。 

なお，ＬＥＤ照明器具用リモコンについては，ＩＳＯ，ＩＥＣ国際規格がないため，電気

用品安全法技術基準省令解釈の別表第八で規定している。 

 

今後の見通し 

基準・技術要件については，日本はＩＥＣとの関連においてＥＵ産業界に協力する。 

 

（６）ラベル表示に関する規則 

ＢＲＴの提言 

日本の家庭用品品質表示法は，多くの製品について，ラベルに含まなければなら

ない情報を詳細に規定している。直近の法改正でいくつかの改善が実施されたが，テ

ィーカップなど多くの製品については，今もいくつかの問題が残っている。それらの中

には，箱の中に同一品が複数個収められている場合，箱だけでなく，製品自体にもラ

ベルを貼付するという要件が残っている。日本は，このラベル表示に関する法律にさ

らなる柔軟性を取り入れることが望ましい。 

 

＜直近の進捗状況＞ 

本件は規制改革会議で取り上げられ，欧州企業と日本企業双方の代表者が家庭

用品品質表示法の改正を訴えた。消費者庁（ＣＡＡ）は，草案を作成し，これがコメント

を求めて公開された。我々は，新法が，２０１７年中に成立することになると理解して

いる。 

 

＜背景＞ 

「家庭用品品質表示法」とそれに付随する自主的ラベル表示基準である「表示規定」

により，日本で販売される家庭用品の表示方法は，極めて細かく規定されている。 

 

現在までの取組 

家庭用品品質表示法の対象となる品目は，現在，繊維製品，合成樹脂加工品，電

気機械器具，雑貨工業品に及ぶ。２０１４年の閣議決定を踏まえ，社会の変化への対

応，消費者が理解可能な必要最低限の表示及び国際整合化という観点から，表示対

象となる品目や表示内容について，２０１７年３月に４つの品質表示規程を改正した。
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これにより全ての課題は解決済みであると理解しており，家庭用品品質表示法にさら

なる柔軟性を取り入れる必要はないと考える。 

 

今後の見通し 

消費者保護の重要性の高まりと商品の多様化・複雑化・グローバル化を背景とし

て，家庭用品品質表示法で定める表示の重要性が高まっている。引き続き，ウェブサ

イト等を活用し家庭用品品質表示法の海外事業者も含めた事業者への理解増進を

図る。 

 

６．自己検定及びリスク評価（ＷＰ－１／＃０９／ＥＪ  ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴ の提言 

日本政府は，自主検定の許可利用を拡大することが望ましい。現在，日本は多くの

場合，政府機関または第三者から承認を取得することを求めている。このことによっ

て，関連企業が製品やサービスを発売する際に，その分のコスト，時間がかかってし

まう。特に，時間は製品サイクルの短い分野では重要である。 

日本が人命および動植物の安全を守りたいことは理解できるものの，制御可能な

リスクを伴う製品やサービスは自主検定手続きを利用できるよう，適切なリスクアセス

メントを実施すべきである。 

 

＜背景＞ 

日本は，自主検定の概念を取り入れたが，第三者または政府の承認が，規範とな

っていることが少なくない。このことは，製品を市場に出すための時間とコストの増大

を意味する。この問題は，試験方法が調和されていない場合に，特に明白である。 

 

現在までの取組 

保険商品の新設・改定については，保険契約者の保護及び保険会社の財務の健

全性確保の観点から，金融庁の事前認可を要件としているものの，既に企業向け商

品のほとんどが届出制となっており，さらには特約自由方式の導入も行われている。 

こうした中，保険商品の審査においては，保険会社等との対話を重視し，問題認識

の共有化を図ることで，審査期間の短縮化を推進するとともに，金融庁への提出資

料についても，社内資料の活用を推奨し，保険会社のコスト軽減に配慮している。 

 

今後の見通し 

保険契約者等の保護を図る必要性の高い家計向けの保険商品については，当面，

認可制の維持が適当であると考えられるが，契約者保護等の面で問題が少ない商
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品について，届出制の拡大を検討するなど商品審査手続の弾力化を図っていく。さら

に，今後も保険会社等との対話による相互理解と情報共有を通じて，より迅速かつ効

率的な商品審査に努め，更なる審査期間の短縮に取り組んでいく。 

 

７．自動車 （ＷＰ－１／＃＃１０ ／Ｅ ｔｏ Ｊ ） 

 

ＢＲＴの提言 

日本政府は，軽自動車とその他の自動車を財政面でも規制面でも同じ基盤に置く

べきである。 

 

<直近の進捗状況> 

２０１５年度からの軽自動車の税制改正はコンパクト車および軽自動車に対する課

税負担の格差縮減に向けた歓迎すべき第一歩であるものの，まだ十分とはいえない。

欧州のコンパクト車が日本市場で軽自動車と同等の条件で競争できるよう，日本政

府はＦＴＡ交渉において，さらなる財政および規制改革を約束することが望ましい。つ

い先頃，経済産業省と日本自動車工業会（ＪＡＭＡ）は，差異レベルを１：２程度に縮

小するよう提案した。 

しかし，当分の間，軽自動車とサブコンパクト車の課税の基準レベルの差異は１：３．

３という容認しがたいほど大きいままである。 

 

<背景> 

「軽自動車」に分類される小型車は，法律により最大車長３．４メートル，車幅１．４

８メートル，車高２メートル，エンジン排気量は６６０cc 以下に制限されている。軽自動

車に対しては，自動車関連諸税や自動車損害賠償責任保険料，高速道路通行料金

が低めに設定されており，夜間駐車に関する要件も緩和されているなど，さまざまな

恩恵を受けている。軽自動車が享受しているこうした恩恵を継続させることは時代に

そぐわず，軽自動車と，コンパクト車やサブコンパクト車との間の競争は歪められてい

る。これらの小型車は，軽自動車と同様の性能と仕様を有するにもかかわらず，軽自

動車の持つ特権は与えられていない。 

 

現在までの取組 

平成２９年度（２０１７年度）与党・税制改正大綱（平成２８年（２０１６年）１２月）にお

いて，「消費税率１０％への引上げの前後における駆け込み需要及び反動減対策に

万全を期す必要があり，自動車をめぐるグローバルな環境，自動車に係る行政サー

ビス等を踏まえ，簡素化，自動車ユーザーの負担の軽減，グリーン化，登録車と軽自

動車との課税のバランスを図る観点から，平成３１年度（２０１９年度）税制改正まで
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に，安定的な財源を確保し，地方財政に影響を与えないよう配慮しつつ，自動車の保

有に係る税負担の軽減に関し総合的な検討を行い，必要な措置を講ずる。」旨明記さ

れた。 

 

今後の見通し 

上記の平成２９年度(２０１７年度)与党・税制改正大綱を踏まえ，議論されるものと

理解。 

 

８．燃料電池自動車（ＷＰ－１／＃０１１／ＥＪ  ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

水素貯蔵システムの材料要件に関する水素燃料電池自動車（ＨＦＣＶ）の国連規則

のフェーズ２の合意ならびに実施は未定だが，日ＥＵ両政府は，メーカー／輸入業者

が，ＨＦＣＶが互いの要件および認証手続を満たしていることを証明できるよう柔軟性

のある取決めを取り入れることが望ましい。 

 

<背景> 

国連規則（ＵＮＲ）１３４：水素燃料電池自動車（ＨＦＣＶ）の国連規則「水素燃料電池

自動車，フェーズ１」は，２０１５年６月に発効し，ＥＵと日本が採択した。しかし，日本

がフェーズⅠを実施したにもかかわらず，日本に輸入されたＨＦＣＶタンクは，引き続

き金属材料に関する日本特有の国内要件を満たさなければならない。ＥＵが性能に

基づく方式を用いて水素適合材料を承認しているのに対して，日本の方式は慣例的

であり，事実上，材料の選択肢を非常に少数の特殊な種類のステンレス鋼とアルミニ

ウムに限定している。 

 

現在までの取組 

平成２７年に水素燃料電池自動車に関する国連規則（フェーズ１）が発効したことを

踏まえ，これを国内法に導入するため，昨年６月に必要な規制の整備を実施し，国内

においても，水素燃料電池自動車に関する国際相互承認が開始。 

一方，水素燃料電池自動車に関する国連規則（フェーズ１）においては，水素脆化

への対応については各国で適切な規制をすることとなっているため，水素燃料電池

自動車に関する国連規則（フェーズ２）で材料に関する議論を行っている。なお，我が

国で使用されている金属材料と同等の材料を用いた容器については．現状でも我が

国規制当局での審査を受けた上で使用することが可能である。 

また，ＥＵで使用されている金属材料に関して，安全性が確保される使用条件等に

ついては，日欧の専門家で議論を行ってきている。 
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今後の見通し 

専門家間で，欧州で使用されている材料を用いた容器については，充填回数や使

用期間を限定することで安全性を確保することができるとの合意に至った。これを受

け，かかる条件の下で使用される容器への充填を特別に認める旨，都道府県への通

知の制定手続を現在行っており，平成３０年２月中目処には施行予定。 

 

９．サービス分野における自由で開かれた競争の確保 （ＷＰ－１／＃１２／Ｅ ｔｏ 

Ｊ）  

 

ＢＲＴの提言 

日本郵政と民間運送会社には，同じ通関手続きを課すべきである。専用航空運賃，

義務的関税，検疫，安全検査，およびそれらサービスにかかる財政的支援の面で，

また郵便物の集配に使用される車両に対する駐車違反取締りに関しても，日本郵政

と民間運送会社には公正な競争機会が保障されることが望まし 

い。ＢＲＴは，国際スピード郵便（ＥＭＳ）に与えられているのと同じ恩恵を，これに代わ

る民間の同等の選択肢にも与え，欧州や米国の場合と同じように，公平な競争を達

成するよう要請する。 

 

<直近の進捗状況> 

この問題は，ＥＰＡ交渉の中で話し合われているものの，ワーキング・パーティ１は，

具体的な改善は一切承知していない。さらに，日本郵政に直接関わる問題について

は，昨年中，方向性の変化はほとんど見られなかった。 

 

<背景> 

日本郵便およびＥＭＳは，民間物流事業者には与えられていない優遇措置を与え

られている。ユニバーサルサービスは，欧州と米国の両方に存在する概念であるが，

ＥＭＳは，この概念には含まれておらず，むしろ民間急行便配達業者と同一条件で提

供されるサービスである。 

 

現在までの取組 

（日本郵政と民間運送会社）  

日本のサービス市場は極めて開放的であり，そのような環境，欧州企業も利益を

享受していると思われるところ，ＢＲＴ側からの指摘は必ずしもあたらない。  

日本郵便株式会社の国際郵便は，万国郵便条約に基づき各国が指定する郵便事

業体と郵便物を交換することにより提供されるものであり，一社でグローバルなネット
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ワークを構築する民間運送会社のサービスとは，おのずからその特殊性について異

なる点が存在しており，日本郵便と民間運送会社に対する規律は，必ずしも一致する

ものではないと考えている。 

通関手続については，２００７年の関税法改正により，２００９年２月１６日から，課

税価格が２０万円を超える郵便物について，申告納税の対象とされた。現在は，一般

の輸入貨物について，原則として，申告者の申告により税額を確定する申告納税方

式が採られているが，国際郵便物のうち課税価格が２０万円以下のものについては，

税関が税額を計算し，確定する賦課課税方式が採られている。  

なお，郵便物は受取人において必ずしも内容物を把握できないという特性があり，

申告納税方式の適用はなじまない面がある。また，日本に限らず米国等他国におい

ても，少なくとも一部の郵便物については，賦課課税方式を適用しているものと承知

している。  

 

今後の見通し 

特記事項なし。 

 

１０．運送・物流(ＷＰ－Ａ/ ＃１３ / Ｅ ｔｏ Ｊ)  

 

ＢＲＴの提言 

ＷＰ－Ａ/ ＃０３ / ＥＪ ｔｏ ＥＪに関連して，ＢＲＴは日本に対し，運送業者，通関

業者，輸入業者を問わず，これら事業者に対して実質的な利点がもたらされるよう，

認定事業者（ＡＥＯ）制度の改定を提言する。さらに，企業が認定事業者（ＡＥＯ）のス

テータスに本当に魅力を感じられるよう，事務負担を軽減する必要がある。 

事業者がトレーサビリティの合意基準を満たし，合意された処理手順を遵守してい

るのであれば，認定事業者（ＡＥＯ）の考え方としては，より簡素化に焦点を当てるべ

きである。その例としては，以下のようなものが挙げられる。 

- 国内通関業務の管轄外の通関手続きの規制撤廃 

- 積荷の物理的検査の削減 

- 自由貿易協定の下で「直送」を示す代替証拠書類の使用を可能にする 

- 検疫関連の規制対象となっている製品については，最初の通関手続地として，

保税倉庫を使用する 

さらに，我々は，日本政府がプログレスレポートで言及した民間部門と協力して実

施している情報収集について，さらに具体的な情報を得ることに特に関心を持って

いる。 

 

<直近の進捗状況> 
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日本税関は，２０１７年１０月までに国内通関業務の管轄外の規制を撤廃する計画

を発表した。ＢＲＴは，産業界から大きな改善であると受け止められることとなるこの

改正を待ち望んでいる。 

 

<背景> 

現行の認定事業者（ＡＥＯ）制度は，あいにく多くの事業者が希望したような簡素化

にはつながっていない。むしろ，多くの場合，事務負担が増加している。 

 

現在までの取組 

ＡＥＯ事業者に対する税関手続簡素化等を推進させるため，事業者が抱えている

具体的事例について，年数回各地域において官民で意見交換・情報収集を行い，可

能な改善策についての検討を行っている。 

また，そのような検討の結果，「輸出入申告官署の自由化」として，輸出入申告を

蔵置官署に対して行うという原則を維持しつつ，ＡＥＯ事業者が行う輸出入申告につ

いては，特例的に非蔵置官署に対して行うことを可能とすること，及び通関業の営業

区域制限を廃止すること等を，２０１７年１０月８日から実施している。 

 

今後の見通し 

今後も，ＡＥＯ事業者に対する税関手続簡素化等を推進させるため，事業者が抱え

る具体的事例について，官民で意見交換・情報収集を行い，可能な改善策について

の検討を行う。 

 

１１．航空 （ＷＰ１－／＃１４／Ｅ ｔｏ Ｊ） 

 

ＢＲＴの提言 

羽田Ｄ滑走路の重量制限は，欧州製航空機の利用，そして羽田空港における国際

交通のさらなる発展に対する障害となっている。この重量制限を見直して，エアバス

社製のＡ３８０やＡ３５０など，新型機やさらに大型航空機の運用を可能にすることが

望ましい。我々は，双方の関係当局が協力して，必要な検証を行うよう要請する。加

えて，建設の一部について耐重量の再検証により，最新の中型Ａ３５０航空機が運用

できるようになる可能性もあり得る。 

この提言については，進捗は見られなかった。しかし，先ごろ羽田における７４７－

８ｉ（コード Ｆ 航空機）の日中運用の承認が，Ａ３８０（同じくコード Ｆ 航空機）につい

ても，日中運用がまもなく承認されることへの期待感を生み出している。 

 

＜背景＞ 
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航空旅行の需要の高まりに応え，また混雑を緩和するために，空港の受け入れ能

力を拡大する目的で，２０１０年１０月，第４滑走路（Ｄ滑走路）と国際線ターミナルが

開業した。これまでのところ，アジア各国間との航空路線に焦点が当てられてきたが，

今後は，長距離国際路線のための利用が増加すると見られている。便数は，需要と

共に増加するが，スロット数の観点から，最終的には受け入れ能力により制限される

ことになる。最近の日本への海外旅行客の劇的な増加は．２０１５年には２０００万人

弱に上り，日本政府は，２０２０年は４０００万人と目標を上方修正した。羽田を発つ航

空機（２３０席）の平均的なサイズは，７４７が国内で使用されていた１９８０年（２４０席）

の航空機のサイズより小さい。東京の各空港，具体的には羽田空港の交通量の伸び

を目の前にして，羽田空港で今より大型の航空機を確実に使用できるようにするため

には，そのための努力が必要となる。この点で，より大型の新型航空機の使用が，航

空会社の戦略の重要な部分の一つとなっていく。そのような状況の下で，Ｄ滑走路の

航空機重量制限は，羽田空港が，より大型で新しい航空機の使用へと転換する上で

の妨げとなる恐れがある。Ａ３５０やＡ３８０などの新型航空機は，羽田空港で現在使

用されている旧型の航空機よりも騒音が少なく環境に優しく，また，羽田空港の離発

着便を増加するために都市上空を飛行させる計画を踏まえ，できる限り騒音の少な

い航空機を使用することが不可欠である。多摩川の流れを妨げないように，Ｄ滑走路

は，従来の埋め立てではなく，桟橋状構造を用いて整備された。このために，使用す

る航空機に対する重量制限が課されることになった。そのため，重量制限を超えるエ

アバス社の最新型Ａ３８０やＡ３５０シリーズの全ラインアップを使用する場合，現在の

ような使い方はできなくなるだろう（下表を参照）。 

 

単位：トン 重量制限 Ａ３８０ Ａ３５０－

１０００ 

 

Ａ３５０－

９００ 

Ｂ７４７－

４００ 

Ｂ７７７－

２００ＥＲ 

 

総重量 400 571 308.9 268.9 396.0 286.9 

主脚荷重, 

t/gear 

139.5 161.6 146.9 126.0 92.8 134.9 

車輪荷重 26.2 26.9 24.5 31.5 23.2 22.5 

 

現在までの取組 

Ｄ滑走路の重量制限は，安全な運航の目的で設定されたものである。そのため，

構造物の耐久性の計算に基づいた制限を緩和することは極めて難しい。これが，２,５

００ｍの延長に過ぎないＤ滑走路が，重量制限を有する理由である。一方，羽田空港

は，Ａ３８０及びＡ３５０を含む，より大型の航空機を拒否しているわけではない。それ

らは，重量制限を満たす機材運用（例えば重量制限に適合するように運航に支障が
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ない範囲で搭載燃料・貨物重量を削減することによって）であれば着陸することが許

容される。 

羽田空港のＣ滑走路は，２０１４年１２月に延伸された。航空局（ＪＣＡＢ）の許可をも

って，夜間２３時から早朝６時に，Ａ３８０を含むより大きな航空機は滑走路長３,０００

ｍのＣ滑走路を使用することが可能である。 

 

今後の見通し 

今後一年間における取組は，予定されていない。 

 

１２．政府調達 （ＷＰ－１＃１６/ E to J） 

 

＜総括的提言＞ 

日本政府，調達市場へより参入しやすくするための取り組みを一層強化していか

なければならない。これは，一般競争入札の基準額を引き下げること，また運輸・交

通部門における「業務安全上の条項」を撤廃することで達成できるであろう。また日本

は，現在１９都市しか含まれていない，政府調達に関する協定（ＧＰＡ）に含まれる都

市を増やすことが望ましい。 

また，日本は英語で利用できる情報をさらに増やすことが望ましい。ＢＲＴは最近の

ＪＥＴＲＯの取り組みを承知しているが，情報が完全に英語で公開されることは稀であ

る。さらにＢＲＴは，入札提案書の提出にあたり，特に技術仕様に関しては，少なくとも

部分的には英語の使用を認めるよう要請する。 

さらにＢＲＴは，日本に対し，事前登録の要件を簡素化し，入札者の要件の設定に

あたっては，海外での実績や資格を認めるよう求める。 

 

＜具体的提言＞ 

ヘリコプターの競争入札における入札過程に関して以下を提言する。 

a. ヘリコプターの性能も考慮した包括的評価制度を通じ，より公平な競争が行 

われるようにすべきである。 

b. 単年度予算調達という制約は緩和すべきである。 

宇宙活動用地上設備の総合的なシステムの調達を奨励すべきである。 

日本の公益事業体による調達手段として，一般競争入札の割合を大幅に高め 

るべきである。 

業務安全条項に対する直近の変更が，政府調達に関するWTO協定に則って， 

実際に，確実に，よりオープンな入札要請に繋がることが望ましい。ＢＲＴは，業務安

全条項（ＯＳＣ）の定義の変更によるオープンな入札要請の増加について，日本政府

にデータがあるのかを知りたいと考えている。 



36 
 

 

＜直近の進捗状況＞ 

ＢＲＴは，特に本州の３つのＪＲの変化に着目しており，したがって，業務安全条項 

（ＯＳＣ）の変更がもたらす成果に期待している。日本政府は，業務安全条項を定義 

したが，ＢＲＴは，この定義はあまりにも包括的すぎると見ている。 

 

＜背景＞ 

日本の調達市場の８０％以上が政府調達に関する協定（ＧＰＡ）の対象外であるこ

とが調査により明らかになっている。一部の部門には現在，５００万ＳＤＲの基準が適

用されていない。入札募集のための国家データベースが構築され，鉄道部門では初

めて一般競争入札の募集が行われるなど，変化も見られる。しかし，日本の調達をＥ

Ｕの水準に近づけるには，多くの改善を要する。 

 

現在までの取組   

日ＥＵ・ＥＰＡの政府調達章では，日本とＥＵが共にＷＴＯ政府調達協定（ＧＰＡ）に加

盟していることから，ＧＰＡにおける約束を基本とし，日ＥＵ供給者の政府調達市場へ

の参加を促進するため，市場アクセスの改善を実現する。例えば鉄道に関しては，日

本がＧＰＡ上のいわゆる安全注釈を撤廃するのに対し，ＥＵは車両を含む鉄道産品の

一部の市場を開放する。 

また，日ＥＵ 間の相互理解を深めるために，日ＥＵ 双方の鉄道事業者とメーカー

が参加する日ＥＵ 鉄道産業間対話の第６回会合を２０１７年２月に東京で実施した。 

なお，＜背景＞に記載されている「日本の調達市場の８０％以上が政府調達に関

する協定（ＧＰＡ）の対象外である」という記述につき，日本政府として正式に認めてい

る数値ではない。 

 

今後の見通し  

 日本政府は，日ＥＵ・ＥＰＡの署名・発効に向けて必要な作業を行っていく。 
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ワーキング・パーティー２：ライフサイエンスとバイオテクノロジー 健康・福祉 

 

１．医薬品ＧＭＰに関する相互承認協定（ＭＲＡ）の拡大  （ＷＰ－２／＃０１／ ＥＪ 

ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

ＥＵおよび日本政府は，医薬品ＧＭＰの相互承認協定（ＭＲＡ）を様々な剤型に拡

大をすべきである。現状の経口剤に加えて，軟膏，注射剤，無菌製剤や医薬品原体

（ＡＰＩ），さらには，生物学的製剤等についても重複した査察や試験を避けるため拡大

を図るべきである。 

 

＜最近の進捗＞ 

よい進捗が見られた。２０１６年４月に，ＥＵおよび日本政府はＧＭＰ査察の相互承

認の対象国をＥＵ１５か国から２８か国に拡大することを合意した。両政府はさらに，

ＭＲＡの対象を現行の非滅菌経口タブレット/カプセルから，他の医薬品に拡大するこ

とを検討すると発表した。 

 

<背景> 

２００２年にＥＵおよび日本は医薬品のＧＭＰの相互承認を導入した。しかしながら

対象国は日本とＥＵ１５か国に限定され，対象品目も非滅菌の経口タブレット/カプセ

ルのみであった。２０１６年４月に，相互承認は全ＥＵ２８か国に拡大され，両政府はさ

らに対象品目についても，他の剤型に拡大することを検討することを表明した。 

２０１７年３月には，ＥＵ政府は米国との間で，ＧＭＰの相互承認について合意した

と発表した。そこでは，経口タブレット，カプセル，軟膏，注射剤，医薬品原体（ＡＰＩ）そ

して生物学的製品も含まれる。ヒトの血液，血漿，組織，器官および脊椎動物由来免

疫製品は除かれる。  

日本はＰＩＣ／Ｓのメンバーであるが，現状では経口固形剤だけがＥＵとのＧＭＰ相

互承認の対象であり，いまだに多くの製造施設に関する重複した査察が残っている。

これは費用がかかるばかりでなく，特に日本における新薬の上市を遅延させ，日本の

患者にとって著しい不利益を生み出している。この問題を解消，日本・ＥＵ双方の経済

をより効果的に結び付けるため，日本・ＥＵの相互合意のもとで基準・ガイドラインの

調和とＭＲＡの拡大を行うべきである。また，このことは日本・ＥＵ間のＥＰＡ交渉にお

ける協議事項の一つとなっている。 

ＥＵとの日本が国際的な基準に沿って調和を図るべき優先項目は以下の項目。 

- 安全対策 

- 臨床開発ガイドライン及びワクチンの生物学的製剤基準 
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- 生物学的製品の最低要件 

 

現在までの取組 

現行の医薬品ＧＭＰの相互承認の対象範囲は，化学的医薬品の非滅菌製品をカ

バーしており，錠剤／カプセル剤と同様に，軟膏剤を含むものである。 

厚生労働省は既に，新医薬品の販売承認プロセスを迅速化しており，承認プロセ

スにおけるＧＭＰ適合性評価が，日本における新医薬品の上市を「遅延させる」ことは

ない。加えて，ＥＵ内の製造所に係るＧＭＰ適合性評価のほとんどは，実地の査察を

行わずに，提出書類に基づいて実施されている。 

２０１７年７月の日ＥＵ・ＥＰＡの大枠合意に関し，日本とＥＵは，ヒト用医薬品のＧＭ

Ｐに関する相互承認の適用範囲を拡大するための準備作業を完了している。この拡

大には，医薬品原体，無菌製品及び生物学的医薬品（免疫学的医薬品及びワクチン

を含む）も含まれる。日本とＥＵは，拡大された製品範囲の発効を可能にするＭＲＡに

規定された正式手続を早期に完了することを目指している。 

 

今後の見通し 

日本政府としては，早い時期に対象医薬品を拡大することを目指して，引き続き精

力的にＥＵ側との対話を進めていく。 

 

２．日本・ＥＵ両政府及び民間セクターによる新しい植物関連技術に関する科学的知

見の普及促進 （ＷＰ－２／＃３／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

日本・ＥＵ両政府及び民間セクターは，安全な食品を安定的に供給するために，遺

伝子組換え技術を含めた農薬製品及び植物バイオテクノロジーの新しい技術がもた

らすベネフィットと貢献について，一般の理解と受容を向上させるための具体的な行

動を実施すべきである。その実現に向け，日本と EU のバイオテクノロジー及びバイ

オ産業関連団体はその他の産業別団体や関連する各行政当局と緊密に協働すべき

である。特に： 

・ 日本とＥＵは，遺伝子組換え技術のリスク評価についてグローバルに調和を進め，

それを遵守し，Global Low Level Presence Initiative を支持すべきである。 

・ 日本とＥＵは，ゲノム編集などの新植物育種技術の立場について，できるだけ調和

のとれた形で法的に明確化するべきである。 

 

＜背景＞ 

農薬製品と植物バイオテクノロジーは成長し続ける人口に安定的に食糧を生産す
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ることに大きく貢献するが，新しいテクノロジーの貢献については十分な理解がされ

ていない。さらに，輸入された種子の改善された特性のベネフィットについて十分な説

明がなされていない。限られた耕地と限られた食糧への世界的な競合によりもたらさ

れる，将来的な食品や飼料へのアクセスが制限される可能性を考慮すると，より高い

生産性の新しいテクノロジーが必要である。 

より良い生活に向けた遺伝子組換え技術のベネフィット啓発を通じて，世界の農業

生産性を高め，維持するためのオプションとして，遺伝子組換え技術を含む農薬製品

及び植物バイオテクノロジーの新規技術の社会的受容性を増加させる必要がある。 

 

現在までの取組 

 日本政府は，欧州の行政当局とはＯＥＣＤのバイオテクノロジーの規制的監督の調

和に関する作業部会会合を通じ，ＧＭＯ規制やゲノム編集などの新技術に関わる調

和に向けた協業を推進した。日本政府は，バイオテクノロジー分野に関する国際シン

ポジウムを開催し，欧州から参加した研究者とバイオテクノロジー分野における情報

交換を行った。また，行政官及び研究者を通じたサイエンスコミュニケーション等，一

般消費者や消費者団体に対して植物バイオテクノロジーのベネフィットや貢献等を伝

える活動を実施した。 

 

今後の見通し 

引き続き，上記取組を行う。 

 

３．動物医薬品に係る販売許認可及びＧＭＰ認証の相互承認（ＷＰ－２／＃４／ＥＪ 

ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

日本及びＥＵでの，動物医薬品に関する販売許認可及びＧＭＰ認証の相互承認に

は貿易と投資の促進に重要である。農林水産省（ＭＡＦＦ）とＥＵの関連省庁は，ＧＭＰ

要件が類似している，あるいは同等である相手国のＧＭＰ認証は受け入れるべきで

ある。 

 

＜最近の進展＞ 

ＭＡＦＦは２０１４年１２月に，日本語及び英語で記載された認定証明を発行するた

めの規制見直しを実施した。しかし，それ以降の進展はなく，製品レベルでの相互認

証の例もないままである。 

 

＜背景＞ 
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日本に輸入される動物医薬品の製造に関連する全ての海外生産設備は，欧州の

規制当局によるＧＭＰ認可を受けている場合でもＭＡＦＦによる認可を受けなければ

ならない。このプロセスは相当量の管理業務を必要とする。 

日ＥＵ経済連携協定においては，まずＧＭＰ要件が類似している，あるいは同等であ

る相手国のＧＭＰ認証に関する相互承認を始めることにより，ヨーロッパと日本の動

物医薬品の販売承認に関する相互承認の進展を目指すべきである。 

 

現在までの取組 

承認申請時に必要な試験データを収集するための試験法及びその試験データに

ついては，既に日ＥＵ間での調和を進め，相互に受入れを実施してきた。 

 

今後の見通し 

日本で承認され，販売される動物用医薬品は，その用途に適した品質管理及び製

造管理を確保するため，日本の当局が定めるＧＭＰに適合することが必要である。

我々は，日本の要求事項（製造所の名称，住所，製造管理及び品質管理に関与する

責任者の氏名及び役職，製造工程，製造管理及び品質管理の自己点検状況，諸外

国の政府機関等が発行したＧＭＰ証明等）が，ＥＵの動物用医薬品のＧＭＰに比べ過

重なものではないことを確信しているが，ＧＭＰ認証に関する調和については，これま

でに日ＥＵ間の当局で培ったチャンネルを通じた検討を今後進めることが妥当と考え

る。 

 

４．イノベーションを適切に評価する安定的かつ予見性の高い薬価制度改革の必要

性 （ＷＰ－２／＃０７／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

２０１６年末に日本政府は，抜本的な薬価制度改革の基本方針を策定した。

中央社会保険医療協議会（中医協）では２０１８年４月の制度改革の実施に向

け，具体的な改革について議論が行われている。 

日ＥＵ・ＢＲＴメンバーは，今回の改革がイノベーションを適切に評価しそれ

に報いる制度になることを強く要求する。具体的には，新薬を開発し日本で迅

速に上市する，すなわち，日本の患者さんに最新の治療法を早期にとどける企

業に対してインセンティブが付与される制度である。 

特に，現行の新薬創出等加算制度は，すべての革新的新薬の価格を特許期間中

維持する制度にすべきである。このようなイノベーションへの対価は，長期収

載品や後発品のうち一定以上の割合を超えて値引きしている医薬品を毎年改定

の対象とすることで賄われるべきである。加えて，市場拡大再算定が投資を抑
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制すことになってはならない。 

また，ＨＲＡ（医療技術評価，Health Technology Assessment）が何らかの

形で導入されようとしている。そのような制度が患者さんのアクセスを阻害し

ないよう，オープンで透明性の高いプロセスが必要であり，業界や患者団体を

含むステークホルダーが欧州各国でのＨＴＡの経験も生かしながら議論を進め

ることが望まれる。新たな制度は，以下の原則に基づくべきである。 

- QALY（質調整生存年，quality-adjusted life years）あたりのコストに大部

分または完全に基づく評価は，アクセスに大きな障壁をもたらすリスクを伴う。

複数の基準により分析することで，より柔軟で適切な評価が可能になる。 

- 評価される製品の数は制限されるべきである。 日本はまだ十分に確立された

HTA のインフラを持っていないため，多数の製品を評価することはできない。 予

算に大きな影響を与える製品や，十分な加算を受けた製品に絞るべきである。 

- 評価は，上市後（例えば，市場参入から２年後）に行う必要がある。 上市前

に評価が行われる場合は，制度が新薬への患者さんのアクセスを妨げないよう

にすべきである。 

 

現在までの取組 

薬価制度の抜本改革については，「国民皆保険の持続性」と「イノベーション

の推進」を両立する観点から行うこととしており，中医協において関係団体の

意見も聴きながら検討を行い，平成２９年１２月２０日に以下の内容を盛り込

んだ改革の骨子をとりまとめた。 

・ 効能追加等に伴い市場規模が３５０億円を超える品目について，薬価を速

やかに改定する。（年４回の新薬収載の機会に改定） 

・ 薬価の毎年改定については，平成３０年度から平成３２年度までの３年間

の全品目の薬価改定の状況を総合的に勘案して，平成３２年中に具体的な範

囲を設定することとする。 

・ 新薬創出等加算については，医薬品そのものの革新性・有用性に着目して

判断する仕組みとする。 

・ 原価計算方式で薬価が算定される品目について，製造原価等の開示度が高

い場合，高く評価する仕組みとする。 

・ 長期収載品については，後発医薬品の薬価を基準に引き下げていくことと

する。 

・ 費用対効果評価については，原価計算方式を含め，市場規模の大きい医薬

品・医療機器を対象に，費用対効果を分析し，その結果に基づき薬価等を改

定する仕組みを導入する。 
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今後の見通し 

改革の骨子を踏まえ，平成３０年４月から薬価制度の抜本改革とこれに基づ

く薬価改定を実施する。 

費用対効果評価の試行的実施の対象となっている１３品目について，これま

での作業結果を踏まえ平成３０年４月から価格調整を実施する。試行的実施に

おいて明らかになった技術的課題への対応策を整理することと併せて，本格実

施に向けて，その具体的内容について引き続き検討し，平成３０年度中に結論

を得る。 

 

５．農薬製品と植物バイオテクノロジー製品の審査に要する期間の短縮（ＷＰ

－２／＃１０／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

  

ＢＲＴの提言 

 ２０１６年に農林水産省（ＭＡＦＦ）と食品安全委員会（ＦＳＣ）の並行審査が導入され

たことにより，新製品の審査と承認に要する時間が大幅に改善される可能性がある。

第一の優先事項は，新しい審査プロセスが，実際に当初の目的どおり機能している

かどうかを評価することである。 

次のような他の方法によって審査期間を短縮できる可能性がある 

－ ヒトへの安全性についての申請書のさらなる調和と英語によるサマリーの受け入

れ 

－ 海外の評価結果を適宜参照し，当局におけるリソースを軽減する 

－ 輸入の農薬製品・動物薬残留基準（ＭＲＬｓ）の国内登録審査の協働と同時進行 

－ 厚生労働省（ＭＨＬＷ）による並行審査 

 

＜背景＞ 

新規の安全な農薬製品や種子を提供することは，農薬製品と植物バイオテクノロ

ジー事業を行う企業にとって，高品質の食糧や食事を必要とする増加する世界人口

に対応するためにもっとも重要である。研究開発型企業は関連技術の研究開発に膨

大な投資を続けているが，イノベーションが食糧生産に貢献するためには，政府の承

認が必要である。したがって，新しい農薬製品が早期に市場に出ることは，研究開発

型企業のためだけではなく，農業生産で競合している農業事業者や安定的な食料生

産に頼って生活している消費者にとっても非常に重要である。新規製品の市場アクセ

スの遅れは，農家がより安全で効果的な革新的製品への限定的な利用にとどまり不

必要な不利益を受ける結果となる技術的な格差につながる。 

並行審査プロセスの導入が計画どおりに機能するならば，日本は，新しい承認制

度により，２１～２７ヶ月の平均承認期間（２０１６年変更前の２７～３６ヶ月）を想定し
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ている日本が国際的なベストプラクティスにより近づけると考えられる。 しかし，米国

と韓国では，審査時間は１８～２４ヶ月であり，さらなる進展が可能かもしれない。 

 

現在までの取組 

２０１５年に新規農薬の審査期間の短縮を実現するため，関係府省（農林水産省，

厚生労働省及び食品安全委員会）における同時並行的審査を導入し，運用してい

る。 

また，日本においては，遺伝子組換え植物について，３つの法（食品衛生法，飼料

安全法及びカルタヘナ法）に基づき，食品安全，飼料安全及び生物多様性への影響

の観点から，科学的な評価が必要であるが，それらの手続については，科学的根拠

等に基づき，適宜合理化が行われている。 

 

今後の見通し 

引き続き，審査期間の短縮を実現するため，現行の取組を行う。 
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ワーキング・パーティ ３ デジタルイノベーション・モビリティ 

 

１．グローバルなデジタル貿易に関するルール作りに対する協力 （ＷＰ－３／＃０１

／ＥＪ ｔｏ ＥＪ ） 

ＢＲＴの提言 

保護主義の感情と貿易を取り巻く漠然とした不信感が高まりつつある中で，日本と

ＥＵは改善した貿易関係は経済と社会にとって相互の利益をもたらす大きな価値があ

ることを示すことが求められている。 

ＢＲＴは，いくつかの国々が強制的に現地化を求める政策（ＦＬＭ）を実施しているこ

とに対して懸念を持っている。これらの措置はデジタル貿易に対する真の危機となる

可能性がある。十分な越境データフローを実現するビジネス環境を維持することは，

多国籍企業とグローバルな事業者により提供されるサービスの利用者にとって必須

なものである。ＢＲＴは自由なデータの流通と義務的なデータローカリゼーション要求

の制限の原則は，デジタル経済の基盤の一つと考えている。 

 ＢＲＴは電子商取引と越境データフローに関する規則を貿易協定に含めることを支

持している。この事はデータ保護規則を尊重しながら，新しい形のデジタル保護主義

に対処することを可能にする。 

 ＢＲＴは両当局に対して，ＦＭＬなどのデジタル保護主義に対して制限をする規定を

双方が取り組むＥＰＡ交渉やＴｉＳＡ交渉に盛り込むことで，グローバルなルールづくり

を主導すると共に，共同で規制撤廃を働きかけることを要望する。 

 ＢＲＴは両当局に対して，強制現地化政策などのデジタル保護主義を制限する規定

を双方が取り組むＥＰＡ交渉やＴｉＳＡ交渉に盛り込むことでグローバルなルールづくり

を主導すると共に，共同で規制撤廃を働きかけることを要望する。 

 ＢＲＴはオープンで公平かつ自由な貿易に対するコミットメントを共有した歴史的な

パートナーとして，デジタル製品及びサービスを含む，野心的な日ＥＵ・ＥＰＡによって

双方の協力を強めたことに対し，日本とＥＵの努力を歓迎する。われわれは，この合

意はデジタルアジェンダを含むオープンで公平な貿易が相互に利益があることを示す

価値ある機会であり，他の地域との将来の協力の例を示すものであると信じている。 

ＢＲＴは日本とＥＵが情報技術協定の拡大の実施に必要な国内手続きを完了したこと

及び参加加盟国を増やす努力を歓迎する。 

 

< 直近の進捗評価 > 

２０１５年５月に東京で第２３回日ＥＵ定期首脳会議が開催され，日本とＥＵは，あら

ゆる形態の保護主義に対応する決意を強調した。 

２０１５年１０月に欧州委員会は通商戦略「Trade for All」を発表した。この通商戦略

において，欧州委員会は，デジタル保護主義に対処し，ＦＴＡやＴｉＳＡ等を使って，電
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子商取引や越境データフローに関するルールの規定を追及するとしている。 

Ｇ７伊勢志摩サミットの首脳宣言において，G７首脳は「サイバーに関するＧ７原則

と行動」を支持し，行動をとることにコミットしている。 

２０１７年５月２７日のＧ７イタリア・タオルミーナサミットにおいて保護主義的な対応

を防ぐことに対して重要な進展があった。このハイレベル会合において，デジタル貿

易のマイナスな影響を防ぐ包括的であるが，要な宣言が決定された。 

 

<背景> 

デジタル経済により，今日のビジネス環境は並外れたスピードで進化している。情

報，物品，サービスは今まで以上にグローバルなものとなっている。貿易環境におい

て。デジタル貿易。例えば越境データ流通や電子商取引は世界で飛躍的に成長して

いる。デジタル貿易はデジタル技術部門だけにより良い影響を与えるだけでなく，バリ

ューチェーン全体，あらゆる産業，消費者や従業員を含む主体に対してプラスの波及

効果がある。デジタル貿易は，新技術，プロセス，ビジネスモデルやサービスによって，

物品，サービスの質や生産性の水準に対してプラスの効果がある。従ってこのことは，

デジタル貿易は新しい成長と繁栄をヨーロッパと日本にもたらす大きな可能性がある

ことを意味している。しかしイノベーションの加速，雇用創出，経済成長というデジタル

貿易の真の可能性は実現していない。実際に障壁は存在しており，保護主義的な傾

向や政策は強まっている。 

 いくつかの国々がデジタル保護主義的な政策を導入しようと取り組んでいる。デジタ

ル技術の恩恵を世界中に広げる為には，産業界が革新的なソリューションを各国固

有の特別な要求を満たす不必要な負担をなくして提供できるように，ルールを新しい

ものとし，かつ調和を取ることが必要不可欠である。 

 

現在までの取組 

７月，日ＥＵ・ＥＰＡに大枠合意し，ソース・コード開示要求の禁止等について規律。

７月及び１０月の日ＥＵデータエコノミーに関する専門家会合等において，第三国にお

けるデジタル貿易への制約に対し，共同して対処すること等を確認。国際フォーラム

では，７月，Ｇ２０サミットにおいて，情報の自由な流通の重要性が確認されたほか，

９月，Ｇ７情報通信・産業大臣会合の閣僚宣言において，情報の自由な流通の確保，

コンピュータ関連設備の設置要求の禁止及びソース・コード開示要求の禁止等につ

いて重要性が確認された。 

５月，日本は，拡大ＩＴＡに基づき関税撤廃を実施。６月のＩＴＡ２０周年シンポジウム

において，ＩＴＡ／拡大ＩＴＡの参加国拡大に向けた働きかけの重要性が確認された。 

 

今後の見通し 
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引き続き，デジタル貿易の発展とデジタル保護主義的政策の拡大阻止に向け，Ｇ２

０，Ｇ７，ＯＥＣＤ，ＡＰＥＣ，ＷＴＯ等の国際フォーラムやＦＴＡ／ＥＰＡ等で国際共通認

識を形成し協力を進めるとともに，ＷＴＯやＦＴＡ／ＥＰＡ等を通じてデジタル貿易ルー

ル形成を牽引する。 

ＩＴＡ／拡大ＩＴＡについて，参加国拡大に向けた働きかけ，ＮＴＭ（非関税措

置）やＩＴＡ３を巡る議論に前向きに対応していきたい。 

 

２．デジタル経済に向けたプライバシー保護とイノベーション（ＷＰ－３／＃２／ＥＪ ｔｏ

ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴはデータ保護規則の見直しと実施が日ＥＵ双方において行われている事実及

び両当局が精力的に議論を行っていることを歓迎する。 

ＢＲＴは近代的で，柔軟な規則は成長，雇用，イノベーションの触媒となると信じてい

る為，日ＥＵ両政府に対して日本とＥＵ双方にとって信頼性があり，調和の取れた，将

来性のあるデータ保護環境を規則の運用によって作り出すことを要望する。 

一般データ保護規則の運用 

ＢＲＴは，ＧＤＰＲ実施のガイドラインの準備に際してパブリックコンサルテーションを

通じてあらゆる関係者の貢献を可能にする第２９条作業部会の活動とアプローチを歓

迎している。 

ＧＤＰＲはＥＵ加盟国間において，調和の取れた形式で実施されることが欠かせな

い。このことは，国境をまたがるビジネス機会を利用するために重要である。この点で，

BRTは欧州委員会と２９条作業部会に対して，調和が可能な限り保証され，加盟国に

おいて異なる市場事情が発生することを避ける為に，２９条作業部会のガイドライン

に基づいて加盟国が新規則を解釈できる実施法のモニターを奨励する。 

ＢＲＴはデータ保護の重要なステップの一つが，国際的なデータ移転に関する合意

の締結であるとの考えを支持する。 

 

個人情報の越境移転を加速させるルール作り 

ＢＲＴは日ＥＵ・ＥＰＡ交渉を補完するために，日ＥＵ間の越境データの仕組みを可

能な限り早期に構築することを求める。 

ＢＲＴは個人情報を移転する仕組みとして十分性認定の重要性を理解する一方，

欧州委員会は最近の通達において示された方向性に基づき，認証メカニズムや行動

規範といった他の制度も考慮し，異なる法的環境や分野の要望に沿った適応性のあ

る交渉を採用して活動することを奨励する。 

ＢＲＴは欧州委員会による２０１７年１月１０日付けの欧州議会と欧州理事会に対す
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る通達「Exchanging and Protecting Personal Data in a Globalised World」を歓迎する。

本通達では欧州委員会の国際的な越境データ移転に関する合意をアジア(日本と韓

国)や南米の主要な国々と可能な限り早期に達成するとしている。国際的なデータ移

転と一般データ保護規則の間には明確なつながりがあり，それぞれの国で機能する

合意の達成に対して確固たる根拠がある。 

ＧＤＰＲは基盤となるものであり，ＥＵから第三国へ個人情報を移転する様々な仕

組みがある。（十分性認定，標準契約条項，拘束的企業準則，認証制度，行動規範

等）。欧州委員会にとって十分性認定が好ましい選択肢であるが，他の仕組みもまた

考慮するべきである。このことは十分性のみが唯一の選択肢であると考えない国々と

の交渉の際に，より柔軟性を与えることになる。例えば，ＧＤＰＲは処理者と処理者の

間のサービス（クラウドサービスプロバイダー等）のケースに標準契約条項（ＳＣＣ）を

適用する可能性を提供している。さらに拘束的企業準則（ＢＣＲ）を一つの企業グルー

プだけでなく，異なる企業同士においても使うことを許可している。 

ＢＲＴは日本とEU間の自由な個人情報の移転を可能にする最適な解決方法を見つ

け出す政治的なコミットメントを確認した２０１７年３月２０日発表の日ＥＵ共同声明を

支持する。 

ＢＲＴはまた英国のEU離脱の交渉において，ＥＵと英国間の円滑なデータ移転を妨

げないことへの考慮を期待している。 

更に，両当局は第三国や国際機関とより一層協力することで，世界の個人情報保

護制度の整合化や相互運用性の確保，デジタル保護主義への対処に向けた対話を

強化すべきである。 

 

eプライバシー規則 

eプライバシー規則に関しては，一般データ保護規則との重複がないこと及び企業

に対して不当な制限が課されないことが重要である。 

個人生活を尊重することが，eプライバシー規則の中核であるが，この権利は欧州

司法裁判所によって強調された欧州連合の基本権憲章の他の権利や国際的な人権

法と効果的にバランスを取らなければならない。 

幅広くマシン間の通信をeプライバシー規則の範囲に含めることにより，Ｍ２Ｍ通信

機能が組みこまれた様々な製品やサービス，例えば自動化されたサプライチェーン，

機械のリモートコントロールやオペレーション等が，この法律の対象となる可能性があ

る。このことはeプライバシー規則の意図や目的と一致していないと思われる。我々は，

マシン間の通信を対象に含めること，そして現在書かれている規定を採用することは，

実用的に機能しない状況を作り出し，インダストリー４．０の標準的なプロセスや発展

を不可能なものにする。われわれはＭ２Ｍプラットフォームを含む製品やサービスはe

プライバシー規則の範囲に含まれないことの明確化を提案する。 
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< 直近の進捗評価 >  

本提言に関して，良い進展があった。  

一般データ保護規則は２０１８年５月２５日に施行される。複数のガイドラインが第２

９条作業部会によって公表されている。  

日本の改正個人情報保護法は２０１７年５月３０日に全面施行された。  

２０１７年１月１０日に欧州委員会はExchanging and Protecting Personal Data in a 

Globalised Worldという通達を発表した。  

２０１７年３月２０日に欧州委員会と日本政府は，日ＥＵ間のデータ流通円滑化に向け

た共同プレスステートメントを公表した。  

２０１７年５月２６日のイタリア・タオルミーナでの日ＥＵ首脳会談において，両首脳は

自由なデータ流通が日ＥＵ経済関係にとって重要であり，個人情報を適切に保護しつ

つ，相互の円滑なデータ保護メカニズム構築に向けて対話を継続することを合意し

た。  

 

< 背景 >  

従来の個人情報保護法は，インターネットやクラウドコンピューティングといった技

術的進歩の以前に採択されたものであった。それ以降，市民はプライバシー保護へ

の懸念を高め，国ごとに異なる制度がコンプライアンスコストの増加をもたらした。こ

れらの違いは効率的なグローバルなオペレーションやデータ活用によるイノベーショ

ンの障害となっていた。そのため規則の見直しが必要とされていた。 

 

現在までの取組 

日ＥＵ間の個人データ移転については，昨年来，相互の円滑な移転を可能とする

枠組みの構築を目指し，個人情報保護委員会と欧州委員会司法総局との間で精力

的に対話を行い，委員レベルで３月，７月，１２月に会談を実施。１２月の委員レベル

の会談では，双方の制度間の関連する相違点に対処するための，法令改正を行わ

ない形での解決策を確認するとともに，今後，その詳細について作業すること，また，

２０１８年第一四半期に，最終合意することを想定し，委員レベルで会談をもつことで

一致。 

また同月，当該枠組み構築に向けた作業の１つとして，同委員会において，個人情

報保護法第２４条に基づき，国内と同様に外国の第三者への個人データの提供を可

能と認める国・地域を指定する際の判断基準を盛り込む規則案の意見募集を開始。 

英国のＥＵ離脱後の日英間の個人データ移転については，相互の円滑な移転を可

能とする枠組み構築に向けて対話を行っていくことで，英国当局とも一致。 

さらに国際的な個人情報保護制度の整合化や相互運用性の確保を視野に，国際会
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議に積極的に参加するほか，各国関係機関とも協力。 

 

今後の見通し 

日ＥＵ間の相互の円滑な個人データ移転を図る枠組みについては，２０１８年第一

四半期での最終合意を想定して作業を進め，ＧＤＰＲ施行までに枠組み構築を実現。

並行して，ＥＵを指定する準備として，個人情報保護委員会がＥＵ加盟国の制度や執

行態勢等について，引き続き情報収集及び調査を実施。 

そのほか，国際的な個人情報保護制度の整合化や相互運用性の確保に向けた取

組を推進。 

 

３．デジタル経済に向けた協力（ＷＰ－３／＃０５／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

欧州産業のデジタル化における協力の枠組みは，デジタルイノベーションハブにお

いて示されているように，アイデアの交換を可能にするように広げられなければなら

ない。ボトムアップによるイノベーションは，複数のステークホルダーが各々の強みを

活かす為に重要である。 

欧州産業のデジタル化の中心的なゴールは，新しい技術が統合され，欧州経済に

広がっていくことである。成功の為の必須な条件はさまざまな関係者の間において協

業が行われることにかかっている。 

欧州委員会の ２０１７年デジタル・トランスフォーメーション・スコアボードに留意し，

我々は欧州産業のデジタル化イニシアティブ関して，サイバーセキュリティをその中

心的なものとして確実に位置づけなければならない。我々は企業と欧州の市民の双

方に安全な環境をつくりださなければならない。 

ＢＲＴは欧州産業のデジタル化によって特定された優先行動，電子政府行動計画，ク

ラウドイニシアティブを支持する。このことは欧州においてビジネスを行なうことを容易

にし，起業家精神に拍車をかける。ＢＲＴ はイノベーションとデジタルソリューションに

対する新しい投資の推進力として，パブリックプライベートパートナーシップとデジタル

イノベーションハブに対し焦点を当てている考えを共有する。 

欧州委員会と日本政府は欧州産業のデジタル化と Connected Industries の下で，

主要な協業プロジェクトを作り出すことが奨励されている。 

最後に，欧州産業のデジタル化と Connected Industries の取り組みに関する全ての

政策は，イノベーションとそのボトムアップの性質に制限をかけるべきではない。 

 

< 背景 > 

２０１６ 年４月の欧州産業のデジタル化イニシアティブはデジタル単一市場の達成
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に向けた具体的な取り組みを提供しようとしている。様々なイニシアティブの中で主な

ものが欧州クラウドイニシアティブ，インダストリー4.0 とデジタルイノベーションハブで

ある。 

欧州委員会は ２０１７ 年５月１０日にデジタル単一市場戦略の中間レビューを発

表し，欧州のデータ経済の可能性を最大限に発展させることを主要な課題の一つとし

て特定した。 

２０１７年３月に経済産業省は，日本の将来の将来の新しいビジョンとして 

Connected Industries を公表した。 

２０１７年 ３月 ２０ 日の両当局による，共同声明はデータの重要性を確認し，継

続して意見交換を行なうことを確認した。 

 

現在までの取組 

２０１７年３月に独ハノーバーで開催された CeBIT2017 において，高市早苗総務大

臣，世耕弘成経済産業大臣及びブリギッテ・ツィプリス独連邦経済エネルギー大臣の

間で「ハノーバー宣言」を署名・発表。その中で，日本の目指すべき産業の在り方とし

て，人，機械，技術が国境を越えてつながる「Connected Industries」というコンセプト

を提示。その具体化に向けて，世耕経済産業大臣と産業界代表による懇談会を開催。

これらの議論の結果を踏まえて，１０月の「Connected Industries」カンファレンスにて

「Connected Industries 東京イニシアティブ２０１７」を発表。 

また，このＣｅＢＩＴ２０１７の機会を活用し，世耕弘成経済産業大臣，太田直樹総務

大臣補佐官，熊澤春陽個人情報保護委員会委員，アンドルス・アンシップ欧州委員

会副委員長，ベラ・ヨウロバー欧州委員会委員（司法・消費者・男女平等担当）との間

で，データエコノミーに関する対話強化等を目指す日ＥＵ共同プレスステートメントを

発出。これを受け，２０１７年７月に日ＥＵデータエコノミー対話を開催。さらに，既存の

枠組み（日ＥＵ・ＩＣＴ政策対話，日ＥＵ・ＩＣＴ戦略ワークショップ）を活用し，ＩｏＴセキュリ

ティ等日ＥＵ共通の関心事項について議論を深化。 

 

今後の見通し 

「Connected Industries」の実現に向けて，重点５分野（①自動走行・モビリティサー

ビス，②ものづくり・ロボティクス，③プラント・インフラ保安，④スマートライフ，⑤バイ

オ・素材）における検討課題の特定とそれらを支える横断的な政策を推進していく。こ

の中で，国際連携についても案件の具体化を加速化していく。 

データエコノミーに関して日ＥＵ間で共有している，５Ｇ，サイバーセキュリティ，デー

タの自由な流通等の課題について，産業界の期待を踏まえながら，日ＥＵ・ＩＣＴ政策

対話，日ＥＵ・ＩＣＴ戦略ワークショップの機会を活用し，今後も継続して議論を深めて

いく。 
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４．デジタル経済に向けたスキル開発 （ＷＰ－３／＃０６／ＥＪ ｔｐ ＥＪ ） 

 

ＢＲＴの提言 

ＢＲＴは欧州におけるデジタルスキルの不足に対して加盟，企業，ソーシャルパート

ナー，非営利法人，教育機関を結集し，対処する Digital Skills and Jobs Coalition 

Initiative を歓迎する。 

この点でＢＲＴは，欧州委員会と日本政府が革新的な方法で新しい職に対する新し

いスキルを作り出すことを保証し，デジタル革命に関連するチャレンジに若い世代が

備えるために共通の行動を取ることを奨励する。 

ロボットや AI 等の，新しい技術はより良い職と経済成長を作り出す新しい機会とし

て理解されるべきである。全ての世代が新しい労働市場に継続して対応できるために，

全ての関係者（大学，デジタル部門，政府，公共機関，組合，企業，中小企業団体）

が協力して，新しい職に対する調和の取れた需給のマッチングを確保する解決策を

見つけ出し，このことで変化やイノベーションに対する抵抗を防ぐべきである。新しい

職に対する適切な技能を創出するための支援や新しい方法を見つける共同イニシア

ティブや越境協力は強化されるべきである。差別がなく，すべての人々に対する男女

共同参画の平等な機会は可能な限り確保されるべきである。 

 

＜直近の進捗評価＞ 

これは新しい提言である。 

 

＜背景＞ 

ＩｏＴ，ビッグデータ，ＡＩ，ロボットに代表されるデジタル技術は，ビジネスと社会を変

革している。今ある職の一部は，ＡＩやロボットに置き換えられると予想されている。両

当局は，職場環境における急激な変化に対するこれらの懸念に対処する必要がある。

行動を起こさないことにより，社会において格差が広がる可能性がある。 

 

現在までの取組 

ＡＩやロボット等の出現は，日常生活のさまざまな場面に変革をもたらすとともに，我

が国の雇用のボリュームゾーンである従来型のミドルスキルのホワイトカラーの仕事

に大きな影響を与える一方，ビジネスプロセスの変化を通じて，ミドルスキルも含めて

新たな雇用ニーズを生み出していく可能性がある。 

そこで，ＩｏＴ，ビッグデータ，ＡＩ等が発達した社会においても活躍できる人材の育成

等に資する取組（プログラミング教育，社会人の学び直しの推進等）を実施している。 

 

今後の見通し 
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引き続き，新たな経済社会システムに対応した人材の育成等に資する取組を実施

していく。 

 

５．デジタル社会に向けた一環した取り組み （ＷＰ－３／＃０８／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

革新的なソリューションや製品は社会実装が完了することで，豊かなデジタル社会

の実現に貢献できる，その為，イノベーション創出から実装までの連続した包括的な

取り組みが求められている。 

Ｈｏｒｉｚｏｎ２０２０や対応する日本の研究・イノベーションに対する国際協力に関する

プログラムは日ＥＵのオープン・コラボレーションに向けた取り組みを増加すべきであ

る。 

日本とＥＵは大企業と大学，スタートアップ企業の間のオープンイノベーションに関

するイニシアティブを強化すべきである。 

日本とＥＵ及びその加盟国は，それぞれが支出した本分野に関する主要なイニシ

アティブに関する情報を共有すべきである。日本とＥＵ及びその加盟国は協力を強化

すべきである。 

ＢＲＴはＨｏｒｉｚｏｎ２０２０日本の第５期科学技術基本計画におけるイニシアティブが

日ＥＵの戦略的なＲ＆Ｄ協力をさらに進めることを期待している。 

両当局は，先進的な製造やＩｏＴ，サイバーセキュリティ等の国際標準化に向けた共

同Ｒ＆Ｄプログラムをより優先すべきである。日ＥＵ間の規制協力は両地域において

新しいサービスと製品の普及を通じて社会のデジタル化を加速させる。 

 

＜背景＞ 

日ＥＵは高齢化，気候変動，資源の制約といった共通の社会的課題を抱えている。

科学技術イノベーションは成長のエンジンである。日ＥＵの専門的知見に関する協力

を強化することは，複雑な課題に対処する新しい製品・サービスを作り出す可能性を

高める。 

各々のＲ＆Ｄプログラムが調整され，両地域からのＲ＆Ｄプログラムへの相互参加

が容易になれば，各国はより効果的に人的資源や財政資金を活用することができ

る。 

スタートアップは新市場開発における最先端の取り組みを行っている。スタートアッ

プの敏捷性は短納期で革新的なサービスを可能にしている。開発者は，大企業，ＩＴ

サービス企業，デジタル機関，スタートアップで働くかに係らずＡＰＩを使った開発サイ

クルの最適化に関心がある。このことによりアプリケーションやサービスの利用価値

を作り出すことができる。オープンイノベーションの取り組みは，顧客に対してよりわ



53 
 

かりやすく直感的に理解でき．利用とリアルタイムで顧客が必要な情報に対する反応

に焦点を絞ったイノベーションを提供し，ネットワークの最適な要素を利用することで，

新規ソリューション開発を迅速に行なうことを可能にする。これは変化の梃子であり，

顧客利益の為のイノベーションを加速させるものである。スタートアップにより開発さ

れたイノベーションはデジタル世界の変化を引き起こす。特に４つの分野，クラウドと

接続されたモノ，拡張現実，ビッグデータ，迅速なデータの分析と加工において，企業

と個人生活の関係を新しいものにする。イノベーションの協力プロジェクトはウィン・ウ

ィンの関係を形成すべきである。スタートアップとのオープンイノベーションや協業は

スタートアップと大企業の双方にとってメリットがある。 

 

現在までの取組 

１０月５日に，日ＥＵ双方の専門家によるデータエコノミーに関する対話を実施し，

そのなかでオープンイノベーションについてのセッションを行った。セッションでは，欧

州側から，欧州連合域内におけるリビングラボを繋いだ活動や，Open Innovation ２．

０.の取組の紹介があり，日本側からは，大企業や中堅企業のイノベーションを支援す

るアクセラレーターとして設立された一般社団法人 Japan Innovation Network （ＪＩＮ）

から，欧州発の Future Center Alliance の概念を取り入れた，産官学がイノベーション

を創出・加速するための環境構築や活用を行う Future Center Alliance Japan （ＦＣＡ

Ｊ）の取組を紹介した。欧州側からは，ＦＣＡＪがイノベーションを促進する「場」として位

置づけているリビングラボの日本での展開を促進し，双方の協力を加速するため，既

に３５０箇所を越える拠点を有している欧州域内のラボの見学と意見交換を行うため

のワークショップ開催の提案があった。 

 

今後の見通し 

欧州側から提案のあったワークショップ等の開催を通じて，双方の産官学による協

力を促進していく。 
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ワーキング・パーティ ４ エネルギー，環境，持続的成長 

 

１．エネルギー基本政策（ＷＰ－４／＃０２／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

・安定供給，経済性，環境，安全基準の調和： 

エネルギーは経済活動の基盤をなすものであり，エネルギー需要削減努力と同時

に安定的供給と適正な電気料金を確保することは，事業活動に重要というだけでなく

企業の存続や新しいビジネス機会創出に大きな影響を及ぼすものである。また，環

境負荷についても十分な配慮が必要である。 

このような観点から，両国政府は原子力発電の将来の役割を慎重に考慮すべきで

ある。 

 

・国際的見地からの各国との連携： 

世界のエネルギー需給構造に関して，需要がアジア中心に変化しているというだけ

でなく，天然ガス，再生可能エネルギー，原子力などエネルギー源の多様化が顕著

になってきている。一方で，地球環境への影響が深刻化して，エネルギー問題はより

複雑化してきている。 

このような状況から，日・ＥＵはエネルギーや環境の観点から，より包括的な協力

関係の枠組みを推進する必要がある。 

ＩＥＡやＩＡＥＡとの関係や，欧州との様々な国際委員会での情報交換により協力を

深めるべきである。 

 

・短期，中・長期でのエネルギー戦略： 

ＣＯＰ２１に参加した全ての国が，地球温暖化対策となる二酸化炭素排出を抑制す

るための方向性を確認した。 

経済成長とＣＯ２排出抑制を両立させるということは非常に重要なポイントであり，

ＣＯＰ２１ではＣＯ２削減の方向性が決定されたが，こうした取組を持続的に継続する

には経済成長とのセットが欠かせない。 

Ｂ２０のエネルギー・気候・資源効率タスクフォースの２０１７政策文書で示されたよ

うに Carbon Pricing はひとつの方策かもしれないが，実行に際しては，賛否両論を

注意深く吟味する必要がある。 

将来，政府・産業界・国民は，エネルギーの現状をしっかり理解し，何が一時的・循

環的な変化で，何が永続的な変化なのか，また，今後どのようなリスクとチャンスが

考えられるか，更に，エネルギー・システムをより安全・確実で持続可能な状況にする

には何ができるのかを見極め，短期的なエネルギー戦略と中・長期的な戦略を考慮
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すべきである。 

 

・多層的なエネルギー供給による安定供給の実現 

全てのエネルギー源には，必ずその採用に際して強みと弱みが併存しており，安

定的，経済的に全て満足できるエネルギーはない。従って，平時だけでなく緊急時に

おいても機能させるような多層的なエネルギー供給体制を構築すべきである。 

 

・エネルギー・インフラの整備と更新： 

安定的適切なエネルギー供給を確保するには，日本ＥＵは，決定されたエネルギ

ー・ミックスを実現させるエネルギー・バリューチェーンを構築するベスト・プラクティス

を共有し，安全性を高めるため古い機器や設備を更新することを検討すべきである。 

 

現在までの取組 

２０１５年７月，将来のエネルギー需給構造の見通しであり，あるべき姿を示す，２０

３０年度のエネルギーミックスを策定した。このエネルギーミックスは，安全性の確保

を大前提に，①安定供給，②電力コストの引き下げ，③ＣＯ２排出の抑制，の３つを同

時に達成するよう検討を行ったもの。この中で，原子力は２０～２２％程度活用するこ

ととしている。原子力発電所については安全性の確保が最優先であり，原子力規制

委員会によって世界最高水準の新規制基準に適合すると認められた場合には，その

判断を尊重し再稼働を進める。この２０３０年目標の実現に向けた議論を２０１７年８

月から開始した。 

一方，パリ協定の目標達成は，従来の取組の延長では実現が不可能である。２０５

０年視点での長期的なエネルギーの将来像を多面的に議論するため，有識者会議を

設置し，２０１７年８月から検討を開始した。地政学上のリスクや地球温暖化対策の動

向，それに伴って変化する企業の経営戦略，その背景にあるイノベーションの変化等

様々な要素について，洞察を深め，日本の長期的なポジションを見極めていく。原子

力についても，その位置付けについて多面的に議論がなされている。 

また，ＩＥＡ，ＩＲＥＮＡやＩＡＥＡ，Ｇ８／Ｇ７，アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ），ＡＳＥＡ

Ｎ＋３等の国際的・地域的なフォーラムの活動に積極的に貢献した。例えば，２０１５

年のＩＲＥＮＡ総会，２０１６年のＧ７北九州エネルギー大臣会合・伊勢志摩サミット及び

エネルギー憲章会議第２７回会合では我が国が議長国を務めるとともに，日本国内

における国際会議等でＩＥＡ事務局長等による講演を実施するなど，国際協力体制の

拡大・深化を図った。国際的な見地からの各国との連携については，在京大使館を

対象とした福島県いわき市にある勿来（なこそ）発電所及びその他の復興支援関連

施設の視察，高効率石炭火力発電導入に関するワークショップを実施した。欧州を含

む参加外交団は，世界トップレベルの商用石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）設備を有す
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る勿来発電所の関連施設を視察し，我が国の最先端の技術・研究開発に関する理解

を深めた。 

 

今後の見通し 

２０１５年７月に策定したエネルギーミックスの実現に向け，徹底した省エネ，再エ

ネの最大限の導入，火力発電の高効率化，資源の確保，安全性の確認された原発

の再稼働といった取組を進めていく。原発の再稼働については，２０１７年５月１７日

に高浜原発４号機が起動し，５月２２日に発電を開始，２０１７年６月６日に高浜原発３

号機が起動し，６月９日に発電を開始した。原子力規制委員会は，引き続き新規制基

準への適合性に関する審査を実施していく。 

また，中・長期的なエネルギー政策の議論については，引き続き，有識者をはじめ，

様々な意見を踏まえながら対応を検討していく。 

ＩＥＡ， ＩＲＥＮＡやＩＡＥＡ，Ｇ８／Ｇ７，Ｇ２０，ＡＰＥＣなどの国際的・地域的なフォーラ

ムについても，引き続き積極的に貢献していく。 

 

２．再生可能エネルギー （ＷＰ－４／＃０５／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 

再生可能エネルギーは地球温暖化対策の重要な担い手として期待され，課題

とされてきたコストの面でも近年改善がみられる。同時に，引き続経済面効率

安全面，安定面からの検討も十分行うべきである。 

 

・再生可能エネルギーの長所 

風力，太陽光，水力，地熱，潮力，バイオマスなど様々なOptionはあるが，

現状では一定程度のベース電源となっている水力を除いて，地域的な適正に左

右されるため，経済面，効率面，環境面，安全面，安定面で題があり，具体的

な普及には検討がなされるべきである。 

こうした不安定要素を克服するには，以下を考慮すべきである。 

・高度分散型再生可能エネルギー源の選択を総合的に発展させる。 

・ＣＯ２排出に関する全ての間接費用を含めた伝統的エネルギー源と比較した

再生可能エネルギーの全費用を評価する。 

・化石燃料の補助金を徐々に廃止すると共再生可能エネルギー技術現状の補助

金やインテシブを維持する。 

・未完成の再生可能エネルギー技術研究を商業化するため推進。 

・太陽光発電装置の標準化 

Ｇ８各国，特に伝統的な家庭の電気プラグ経由の簡単な接続でマイクロインバ
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ーター太陽光発電装置の飛躍的拡大があるEUと米国の経験がある。日本では住

居の太陽光発電が盛んである。ＥＵと日本の産業界及び消費者は，簡単なPlug & 

Playのマイクロインバーター付の太陽光発電の統一技術規格や標準化により，

格段に利用価値が増す。 

・日本における固定価格買い取り制度： 

日本では，再生可能エネルギーへの固定価格買い取り制度（ＦＩＴ）で設備認

可を取得しながらいくつかのアプリケーション・プログラムで稼働に至らない

案件が多く，過大な国民負担やより低コスト・高性能な後発事業者の参入阻害

の懸念がある。特に急速な導入拡大が進んでいる太陽光のFITについては，国民

負担抑制の観点から事業者のコスト低減努力を促すような設定が必要である。

一方，より発電コストが低いものの事業立ち上げまでのリードタイムが長い水

力，地熱，力，また，地産地消に資するバイオマスへの導入がより促進される

べく努力する必要がある。 

その上，政府はグリーン・エネルギーを奨励するため，日本やEU諸国での固定

価格買い取り制度における優れた実践例を評価すべきである。 

 

現在までの取組 

再生エネルギーについては，国民負担を抑制しつつ,最大限の導入を進めていくこ

とが政府の基本方針。このため，本年４月に施行した改正ＦＩＴ法では，新しい認定制

度を創設し，未稼働案件の排除と新たな未稼働案件の発生防止を図っている。また，

大規模太陽光を対象とした入札制を導入する等，コスト効率的な導入を促すと共に，

風力，地熱，バイオマス，中小水力等リードタイムの長い電源については複数年先の

買取価格を予め提示することで事業者の予見可能性を高め，参入を後押ししている。 

また，太陽電池の規格の標準化については，日本では系統連系規程および内線

規程にマイクロインバータの項目を整備した。 

 

今後の見通し 

改正ＦＩＴ法の適切な運用に加えて，規制・制度改革，研究開発などさまざまな施策

を総動員して，エネルギーミックスにおいて示した2030年度における再生可能エネル

ギーの導入水準（２２－２４％）の実現に向けて取り組んでいく。 

また，太陽電池の規格の標準化については，引き続き推進していく。 

 

３．ＩＣＴによるスマート・グリッド・配電ネットワーク統合（ＷＰ－４／＃０６

／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

 

ＢＲＴの提言 
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将来のグリッドにおける再生可能エネルギーシステムの増加は，分散したエネルギ

ー生産が相当数起こるということである。これは，中央の送電オペレーターの制御バ

ランスに対して，ローカルグリッドのエネルギー・バランスが優先されるということであ

る。これを実現するには，プロシューマーによる自由にエネルギーを自動送配電する

システム，地域の事情によって決まるエネルギー価格の弾力性，更にエネルギー蓄

積を利用することで順応性を高めることなどが考えられる。 

自然災害の場合，リモート地域へのローカルな持続可能性や中断無い電力供給は，

電力マイクロ・グリッドの孤立した状態となる可能性に向けたグリッド計画につなが

る。 

プロシューマー，スマート・グリッド，マイクロ・グリッド，エネルギー蓄積，Eモビリテ

ィの役割顕在化は，電力の生産，送電，配電，販売のバリュー・チェーンにおける異な

る役割・責任の配分が要求される。 

こうしたトレンドの全ては，ＩｏＴ，ビッグデータ，等最先端のＩＣＴによって支えられたメ

イン・グリッドに接続された多数のスマート・グリッドに結論づけられる。 

・蓄電池： 

再生可能エネルギーの普及・拡大と連動して，グリッドの安定，電力のピーク・シフ

ト，安定した電力供給の対応が課題となっている。今後蓄電池需要が非常に拡大す

ることが予想されるが，蓄電池の安全基準の調和，試験プロトコルの標準化や共通

化，相互承認制度の導入など，ＥＵと日本の間で推進されるべきである。 

蓄電池は，利便性のある電気を貯蔵することにより，いつでもどこでも利用できるこ

とにより，エネルギー需給構造の安定化に貢献する。電力を長期に，大容量に蓄電

できる技術として，水素によるエネルギー貯蔵システムも効率的な電力活用手段とし

て積極的に活用すべき技術である。 

スマート・グリッドの発達により用途も車載，住宅・ビル・事業用など広範囲な応用

が考えられる。日本とＥＵは，引き続き技術開発や標準化で低コスト，高効率化に向

けて協力していくべきである。 

また，再生可能エネルギーの普及により，分散電源の増加による系統の不安定化

が起きているが安定性を保つシステムはコストが高い。最近ではクラウドの利用によ

り低コストで集中的にデータを吸い上げ制御することがＩＣＴの利用により可能となって

いる。蓄電池についても一方の電池は枯渇しながら，もう一方の電池は十分充電さ

れ，更なる蓄電が出来ないというアンバランスを防ぐ技術の開発が進められている。

マイクロ・グリッドにより太陽光発電の効率的な電力への対応も容易となるICT利用も

積極的におこなうべきである。 

対策としては， 

１）コストのかかる電力配分ネットワークや新規の大容量発電機への投資を減らし，

自発的に住宅用や小企業向けのＰＶ設置の役割を強化すべき。また，有害な環境介
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入を軽減すべきである。 

２）規制を通じたＰＶインバーターの採用を推進すべきである。 

３）蓄電池を用いて，スマート・グリッドやマイクロ・グリッドを通じた電力の質や安定性

の改善。 

４）住宅，小商店用の分散型PVの技術標準化の統一や，最新の米国ルール ２１／

２０１７での高い標準に匹敵する標準をEUと日本で統一すべきである。 

５）Eモビリティの促進につながる環境にやさしい発電である高分散型スマート・グリッ

ドへの資金刺激策や促進プランを用意すべきである。 

 

現在までの取組 

電力需給調整のための蓄電池については，バーチャルパワープラントにおける有

望なエネルギー源として活用すべく，バーチャルパワープラントの構築を目指した実

証事業を実施していることに加え，低コスト化に向けた技術開発や大型蓄電池の実

証を行ってきた。 

 

今後の見通し 

電力需給調整のための蓄電池については，引き続き研究開発・実証等を通じ，

VPPなど活用の多様化，低コスト化を図り，導入を促進する。 

 

４．省エネルギーとエネルギー効率 （ＷＰ－４／＃０８／ＥＪ ｔｏ ＥＪ ） 

 

ＢＲＴの提言 

・分野ごとの省エネルギー強化：  

家庭・業務分野で省エネルギー効果が見込めるものは，住宅や建築物省エネルギ

ー対策で，断熱材や高性能の窓が有効となっている。 

冷蔵庫，調機，サーバー，ＬＥＤ照明など電気機器の省エネ技術も進化している。 運

輸分野では，ＥＶ，ＰＨＥＶ，Ｃｌｅａｎ Ｄｉｅｓｅｌ，液体水素燃料（ＦＣＶ）など の自動車に

よるエネルギー効率や環境フットプリントが進化している。 日本とＥＵは先行市場の

導入を促進するための標準規格や，関連した標準や規制の調整や簡素化について

協力すべきである。 

全ての分野に共通するのはエネルギー・マネジメントの導入もエネルギー効率を高

めるために有効な手段である。 

日本とＥＵはエネルギーの効率を高めるため，法規の改定，ベストプラクティスを通

じたエネルギー効率を高める技術や方法論への投資などの刺激策について変更や

調整を行うべきである。 同時に，ビルの防音や室温安定に影響ある積極的な対策が

補完すべきである。 
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ビルの標準や家屋の断熱に対する規制を早期に講じれば，エネルギー効率の高いビ

ルや家屋が，家庭や国家レベルでエネルギー消費や支出を抑え CO2 削減と健康 

維持に貢献すると考える。 

部品や材料のエネルギー節約を検証する試験プロトコルの標準や相互承認評価

の調整が実行されなければならない。 

 

現在までの取組 

日本政府は，家庭・業務部門における徹底した省エネを推進するため，省エネ法

のトップランナー制度に基づき，自動車・家電製品・建材等（現在は３２品目が対象）

の性能目標を設定し，製造又は輸入事業者に目標達成を求めている。平成２８年１０

月に，乗用車等の燃費基準達成判定に燃費の国際統一試験法を導入し，平成２９年

７月に同試験法で得られる走行環境毎の燃費表示を義務付けている。また，平成２９

年３月に，ショーケースに係る目標を新たに設定した。なお，我が国は，ＷＴＯのＴＢＴ

協定（貿易の技術的障害に関する協定）に基づき，ＷＴＯ加盟国に対し当該目標案の

概要を事前に通報している。 

また，住宅・建築物の省エネ化を推進するため建築物省エネ法に基づき，平成２９

年４月から，大規模な非住宅建築物を新築等する際には省エネ基準への適合を義務

化した。併せて，住宅・建築物のゼロ・エネルギー化に向けた取組を進めている。 

 

今後の見通し 

日本政府は，家庭・業務部門における徹底した省エネを推進するため，省エネ法

や建築物省エネ法に基づく規制措置と，補助金などの支援措置の両輪により，引き

続き，両部門の省エネルギー対策を強化していく。なお，電子計算機（サーバーを含

む）及び磁気ディスク装置の省エネ基準の見直しにおいて，測定方法の国際調和を

検討していく。 

 

５．資源効率・循環経済の促進 （ＷＰ－４／＃１１／ＥＪ ｔｏ ＥＪ） 

  

ＢＲＴの提言 

資源価格は短期的に低下しているが，中長期的に見れば，資源制約は経済成長

を阻害する要因となる可能性があり，資源利用の効率向上は不可欠の取組である。 

この観点から日本とＥＵは，昨年開催されたＧ７エルマウサミットにおいて「資源効率

に関するＧ７エルマウサミットにおいて「資源効率関するＧ７アラインス」が設立される

など，国際的に資源効率・循環経済の議論が進展していことを歓迎する。 また， ２０

１５年ＥＵが「循環経済パッケージ」を公表し，資源効率の向上に向けて取組を進めて

いることを歓迎する。 
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資源効率・循環経済の議論は，リサイクルなど「静脈」産業にとまらず製品の長寿

命化，サービス共有の，稼働課金によるモノのサービス化など，製造事業者やサービ

ス事業者を始めとする「動脈」側の企業にも影響を与えうる広範な概念を含んでおり，

今後，新たな成長と雇用創出に通じるビジネス機会となり得るポテンシャルを秘めて

いる。 

実際のところ，このようなビジネスは欧州と日本で進んでいる。例えば，ヨーロッパ

循環経済産業プラットフォームのショーケースではどのようなビジネスで循環型経済

が既に実現し，更なる深化した循環に挑戦しているかが示されている。 

一方で，過度に規制的な手法による資源効率の追求は経済成長を阻害する可能

性もあり，その推進にあたっては，ステークホルダーによる自主的取組の促進など，

むしろ経済成長につげていくため手法の選択が望まれる。 また，二次原材料の国境

を越える移動が常態となっている現状を踏まえ，資源効率の追求には国際循環の視

点が不可欠である。 

日本とＥＵは，上記観点から各々の資源効率向にけた取組を進めると共に，相互

に整合的なルール策定に向けて協力していくべきである。加えて，日本と ＥＵは，資

源効率・循環経済の制度面技術に関して有する， 国際的な先進性，優位性を活かし，

双方が協力・連携を深めて，将来の循環経済・資源方向性，制度整備・仕組みの構

築に向けた国際的な議論をリードしていくこと期待する。 その関連で，来るＧ７プロセ

スにおいても，資源効率・循環経済について積極的な議論がなされることを期待す

る。 

 

現在までの取組 

日ＥＵ産業政策対話の枠組の下，資源効率に係る規制協力についての議論が実

施されている。 

具体的には２０１７年２月に開催された基準認証ＷＧ及び４月の気候変動・環境Ｗ

Ｇ において，国際的な資源循環について情報共有を図ると共に，資源効率性を始め

とする政策の最新動向について意見交換を実施。 

Ｇ７においては，ボローニャ環境大臣会合において資源効率性に関する共通の活

動の推進を目指す，「ボローニャ・５カ年ロードマップ」を採択。 

また，１１月にはＧ２０ハンブルク・サミットにおいて立ち上げられたＧ２０資源効率

性対話において，ライフサイクル全体にわたる資源効率性及び持続可能性を向上さ

せるため，並びに，持続可能な消費生産形態を促進するため，グッド・プラクティス及

び各国の経験を共有した。 

 

今後の見通し 

引き続き，日ＥＵ産業政策対話における規制協力に関する議論を継続し，資源効
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率に係る共通的なルール策定に向けて協力を進める。また，セミナーやＷＳ等を通じ

て，産業界を始めとするステークホルダーとの対話を進め，情報共有を図っていく。 


